
第１１回 ふるさとづくり有識者会議 

 

日時：平成２７年９月１７日（木） 

１０：４５～１１：３０ 

場所：内閣府本府３階特別会議室 

 

 

１ 開会 

 

２ 木村総理補佐官挨拶 

 

３ 討議等 

① 平成２８年度予算概算要求の対応状況等について 

② 報告 

・「全国ふるさと甲子園」の開催について 

③ その他 

 

４ 閉会 

 

 

【配付資料】 

資料１－１ 総務省説明資料 

資料１－２ 文部科学省説明資料 

資料１－３ 農林水産省説明資料 

資料１－４ 経済産業省説明資料 

資料１－５ 国土交通省説明資料 

資 料 ２ 「全国ふるさと甲子園」について 

参考資料１ 冊子『「ふるさとづくり」の推進に向けて～「こころをよせる」「そ

こにかかわる」～』 

参考資料２ 「ふるさとづくり推進のために～施策・取組事例集～（改訂版）」 
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文部科学省説明資料 

資料１－２ 



 



 

 平成２７年９月１７日 

  

 

文部科学省における「ふるさとづくり」の取組状況について 

 

１．平成２８年度概算要求について 

 

①文化関連事業 

  日本遺産の認定を促進するなど、地域の観光資源である文化財群の総

合的・一体的な活用を推進する取組への支援を継続するとともに、文化

財群の魅力を国内外へ効果的に発信する取組への重点支援を行い、文化

財を活用した魅力あるまちづくりと観光振興・地域活性化を推進する。 

 

②スポーツ関係 

スポーツを通じた健康増進の意識の醸成や運動・スポーツへの興味・

関心を喚起する取組とともに、スポーツツーリズムを活用した地域の活

性化など、スポーツによる地域の活性化を促進。 

 

 ③生涯学習・初等中等教育関係事業 

学校を核とした地域力強化の仕組みづくりを推進するとともに、地域

活性化につながる多様な取組を展開する「学校を核とした地域力強化プ

ラン」を推進。 

 

④大学関連事業 

若年層の東京一極集中を解消するため、全学的に地域を志向する大学

が他の大学等や自治体、地域の中小企業等との連携を必須とし、地域を

担う人材を育成するための教育改革の実行等により、それぞれの地域の

実情に応じた雇用創出や学卒者の地元定着率向上を図る取組を支援。 

 

 

 



 

２．ふるさと学の展開について 

 

「ふるさと学」の展開（最終報告 P.10）  

①各地域で既に取り組まれている「ふるさと学」に関して、副読本などコンテン

ツ関係、自治体やＮＰＯ等における推進体制などについて、全国的な調査を実

施。 

②新たに「ふるさと学」への取組を検討している自治体や NPO 等への情報提供を

行う。 

                         （文部科学省・総務省等） 

 

○ これまでも「初等中等教育局メールマガジン」の第 260号（平成 27

年 2月 26日配信）に河内長野市の小中学校の取組内容を掲載するとと

もに、マナビー・メールマガジン第 100号（平成 27年 4月 24日配信）

に社会教育における取組として、奈義町立図書館の郷土レファレンス

ツールづくりの取組を掲載した。 

 

○ さらに「初等中等教育局メールマガジン」第 265 号（平成 27 年 7

月 31日配信）において、奈良県立の高等学校における取組を掲載した

ところ。（参考資料参照） 
 

 

  



 

(参考資料) 

□【お知らせ】奈良県立高等学校における「ふるさと学」について 
■取組概要 

 当県では、平成 25 年度から県立高等学校に入学する全ての生徒を対象に、郷土を教材とし

た探究的な学習の時間、「郷土の伝統、文化、自然等に関する学習（奈良 TIME）」をスタート

しました。卒業までに 35 単位時間を標準として、主に総合的な学習の時間を用いて実施して

います。「奈良 TIME」のねらいは、（1）郷土の伝統、文化等に対する興味・関心や理解を深め

る、（2）伝統と文化を尊重し、それらを育んできた我が国と郷土を愛する態度を養う、（3）国

際社会の中で自立した社会人として生きる力を身に付ける、の 3点です。これを基に、各学校

で「学習の全体計画」を定め、社会に関わる体験的な学習、課題発見・解決型の学習、情報発

信や他者との交流学習など、多彩な学習に取り組んでいます。 

 県教育委員会では、実施に先立ち、学校現場の教員と協力して「奈良 TIME指導事例集」（以

下「事例集」と言います。）を作成しました。また、毎年秋に、各学校の実施担当者を対象と

した「指導研修会」、冬には管理職や教務担当者を対象とした「学習研究発表会」を開催し、

講師による指導や実践発表の場を設けています。 

 

■教材と内容 

 「事例集」は、「事例編」と「資料編」の 2部からなります。「事例編」はいわゆる「指導書」

に当たり、探究的な学習活動の指導計画例と指導に際してのポイントを示しています。また、

「資料編」には、それらの事例で活用できる資料やワークシートを掲載しています。（例：事

例 1「芥川龍之介『竜』（猿沢池）」＝宇治拾遺物語を題材にした芥川龍之介の小説を読みラジ

オドラマの台本を書いてみよう、という事例。同資料編には「アナウンス原稿の書き方」を掲

載する。） 

 「事例集」は A4判 30穴のバインダー形式となっており、必要なページを抜き出して複写し

たり、再編成したりすることができます。事例の数は、当初 31 事例、その後追加して現在は

37 事例となっています。 

 

■実施の背景 

 本県は、古代に藤原京、平城京が造営され日本の中心となった地であり、「法隆寺地域の仏

教建造物」をはじめ、三つの世界遺産を有する、歴史、文化、自然に育まれた国内有数の地で

す。 

 折しも平成 22年に行われた「平城遷都 1300年祭」に際し、これら郷土の伝統、文化の価値

が再確認されるとともに、これから社会に出て行く高校生が、その価値について学ぶ機会を設

定するべきという声が高まりました。また、学習指導要領改訂の時期に当たり、「改訂の趣旨

を踏まえた、奈良らしい教育課程編成」について検討する中で、「奈良 TIME」の構想がスター

トしました。 

 

■「奈良 TIME」の特徴 

 高等学校における「ふるさと学」として、単なる知識内容の学習に終わらず、生徒自身に「ふ

るさと」について学ぶことの意義を考えさせることを目指しています。本県の県立高等学校は

全県一学区であり、各地域から集まる生徒たちが、奈良県の空間的多様性に触れながら意見を

交換することで、「ふるさと」について広い視野で考えることを期待しています。また、高等

学校では、現実の社会問題の解決に直結するような内容を、各教科等の学習において取り扱う

ので、「奈良 TIME」では、「ふるさと」の過去だけでなく、現在や未来のことも取り扱うとし

ました。このことは生徒に、時間の流れの中で「ふるさと」を捉える視点をもたせるとともに、

当事者意識やモチベーションを高める効果がありました。 

 県教育委員会では、これらの学習により、生徒たちが自主的に考え、自律的に判断し、責任

をもって実行できる主体性ある人間として、これからの国際社会の中で活躍していくことを期

待しています。 



 
  

 
  

・ホームページや 
 案内設備の多言語化を推進し、 
 地域の文化財群の魅力を 
 効果的に国内外へPR 
  
・他省庁の施策と連携し、 
 インフラや受入環境を含めた 
 一体的な整備を実施 
 
・周辺地域を含めた文化財群の 
 総合的・一体的な整備・ 
 活用を推進し、観光振興と 
 地域経済の活性化を図る 

○日本遺産魅力発信推進事業       ○文化財建造物を活用した地域活性化事業        
○文化遺産を活かした地域活性化事業   ○歴史活き活き！史跡等総合活用整備事業 
○地域の核となる美術館・博物館支援事業 ○地域の特色ある埋蔵文化財活用事業 

＜文化庁＞ 
文化財総合活用戦略プランによる文化財群の一体的な活用推進及び海外への魅力発信 

１．日本遺産の認定促進 
 
 ●日本遺産の認定件数を２０２０年度までに１００件程度とすることを目指し、 
 平成２８年度は１５件の新規認定を目指す。 
 
●日本遺産（地域型）の認定要件の１つとしている「歴史文化基本構想」の策定支援件数を拡充。 
 
 ２．地域の文化財群の魅力を効果的に発信する取組への重点支援 

 
 ●文化庁・観光庁共同で開催する「文化財の英語解説のあり方に関する有識者会議」において、  
  文化財の魅力をわかりやすく外国人観光客に伝えるための表現上の留意点等について検討。 
 
●地域在住の外国人等とも共働した、地域の文化財群の魅力を海外へ効果的に情報発信 
 するための総合的な取組について、新たに「海外発信モデル事業」として支援。 

＜観 光 庁＞観光案内所の機能強化、Wi-Fi環境整備、周遊バスの実証運行 
           などの観光客の受入環境整備 

＜国土交通省＞交通インフラの整備、無電柱化などの周辺環境整備 

地域が関係省庁の支援メニューを複合的に活用することで、 
観光資源を活かした魅力あるまちづくりと地域活性化を実現 

連 
携  

展示施設の整備、多言語化 

無電柱化 

文化財総合活用戦略プランの強化 
     （27年度予算額    ８,３６７百万円） 
 28年度要求・要望額  １１,５５８百万円 

【支援メニューの複合的活用の例】 



 
 地域の歴史的魅力や特色を通じて我が国の文化・伝統を語るストーリーを「日本遺産（Japan Heritage）」に認定するとともに、
ストーリーを語る上で不可欠な魅力ある有形・無形の文化財群を地域が主体となって総合的に整備・活用し、国内外に戦略的に
発信することにより、地域の活性化・観光振興を図る。 
  

概 要 

 
 個々の遺産ごとに、いわば「点」として指定 

従来型の文化財行政 

国宝・重要文化財  

史跡・名勝  

無形文化財  
民俗文化財  

寺社・
仏閣 

城郭 

遺跡 伝統
芸能 

甲冑 

ポ  イ  ン  ト  
 
 

 ○文化財群のパッケージとして、「地域型」と「ネットワーク 
    （シリアル）型」の２タイプを想定 
 

  ○自治体に対し、日本遺産に関する情報発信等に係る支援 
   策を用意 するほか、ハード面に関する事業をメニュー化 
 

  ○文化庁による日本遺産ブランドの発信 
 

 ○国交省、観光庁をはじめ関係省庁と 連携・協力し、省庁 
   横断的に支援。 

 

 
 ・地域に根ざし世代を超えて受け継がれている内容 
 
 
 

 
 

日本遺産（Japan Heritage) 

ストーリー 

文化庁 
による認定 

外部 
有識者 
の意見 

地域に点在する様々な遺産を「面」として活用・発信 

寺社・
仏閣 

城郭 

遺跡 伝統 
芸能 

甲冑 

⇒パッケージ化した文化財群を一体的にPRし、 
  地域のブランド化・アイデンティティの再確認を促進。 

⇒地域の魅力が十分に伝わらない 

ストーリーとは・・・・ 

・歴史的魅力発信のための明確なテーマ設定 

・単なる歴史や文化財の説明になっていないこと 

私たちの町には、
こんなストーリーが
あるのよ 

灯（あか）り舞う半島 能登  
～熱狂のキリコ祭り～ 

尾道水道が紡いだ中世からの
箱庭的都市 

①情報発信、人材育成事業 

③公開活用のための整備に係る事業 

・日本遺産コーディネーターの配置 
・多言語ＨＰ、パンフレットの作成 
・ボランティア解説員の育成等 

・ストーリーの理解に有効なガイダンス機能の強化 
・周辺環境等整備（トイレ・ベンチ、説明板の設置等） 

事 業 内 容 

②普及啓発事業 

・発表会、展覧会、ワークショップ、 
 シンポジウムの開催 
・日本遺産ＰＲイベント（国内外）の開催 

日本遺産プロモーション事業 

・日本遺産全体のシンポジウムの開催 
・地域のニーズにあった専門家の派遣 

・地域活性化イベントへの参加 

日本遺産魅力発信推進事業 
（ 27年度予算額  ８０７百万円） 
 28年度要求額 １,６９９百万円 



スポーツによる地域活性化推進事業 

 「日本再興戦略」において、「2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催されること等も踏まえ、スポーツを産業の創出・育成につながる
ビジネスシーズと捉え、地域経済の活性化や新たなビジネスモデルの展開などにもつながるよう、様々な取組を促していく」こととされるとともに、「経済
財政運営と改革の基本方針2015」では、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等の開催に向けた取組として「スポーツ立国を目指し、スポーツ
庁を中核として、国際競技力の向上、生涯スポーツ社会の実現、スポーツによる健康づくり、障害者スポーツの振興、スポーツ産業の活性化等を進める」こ
ととされたところである。 
 これらを受けて、スポーツが持っている本来の力を引き出すことにより、各地域でスポーツを活用したコミュニティを構築し、他者との協働や公正さと規
律を重んじる社会、健康で活力に満ちた長寿社会、地域の人々の主体的な協働により、深い絆で結ばれた一体感や活力がある地域社会を目指す。 

目的・要旨 

 スポーツを通じた健康増進の意識の醸成や運動・スポーツへの興味・関心を喚起する取組とともに、スポーツツーリズム等を活用した地域
の活性化など、以下の事業を実施することにより、スポーツによる地域の活性化を促進する。 

事業内容 

スポーツによる健康づくり・スポーツを通じた街おこし 

(1)スポーツを通じた健康長寿社会等の創生 (2)地域スポーツコミッションへの活動支援 
 中高齢者など自身の健康づくりの必要性を感じているものの、行動に移せな
い者などを対象として、運動・スポーツへの興味・関心を喚起するため、 
 ➢健康ポイント等のインセンティブ付き運動・スポーツプログラムの実施 
 ➢オリンピアン・パラリンピアンなどを活用した各種スポーツイベント（競技   
   体験会等）の開催 
 ➢ヘルスリテラシー（健康に関する知識・理解）向上のためのシンポジウ   
   ムや健康運動・スポーツ教室 
などの地方公共団体が行うスポーツによる健康増進の取組を支援することを
通じて、運動・スポーツに対する無関心層を減らすとともに、スポーツ実施者を
増やすことにより、健康寿命の延伸を図り、超高齢化や人口減少社会の進
展にも対応できるスポーツを通じた地域の活性化を目指す。 

 地域スポーツコミッションが実施する新たなスポーツイベントの創出及
び誘致等の取組を支援することにより、地域におけるスポーツを活性化
するとともに、スポーツを観光資源とした地域の活性化の促進を図る。 
 
地域スポーツコミッションとは・・・地域におけるスポーツ振興、スポーツツーリズム推進に、
地方公共団体、民間企業（スポーツ産業、観光産業など）、スポーツ団体等が連
携・協働して取り組むことを目的としている地域レベルの連携組織のこと。 

   ス ポ ー ツ 立 国 の 実 現 

 （ 前 年 度 予 算 額 ：305,619千円） 
28年度概算要求額：534,772千円a 

地 方 公 共 団 体 

補助 補助 
国 



地方創生を
実現 

【学校・家庭・地域の連携協力推進事業】（7,027百万円） 
学校と地域を繋ぐ地域コーディネーターが中心となり、地域人材の参画による学校
の教育活動等の支援など、学校・家庭・地域が協働で教育支援に取り組む仕組みづ
くりを推進し、地域の活性化を図る。 

【コミュニティ・スクール導入等促進事業】（166百万円） 
未導入地域への支援の拡充や学校支援等の取組との一体的な推進等により、将来
の地域を担う人材の育成、学校を核とした地域づくりを推進する。 

【健全育成のための体験活動推進事業】（99百万円） 
農山漁村等における体験活動において、地域人材や地域資源を活用するこ
とにより、異世代間交流や都市農村交流を図り、地域の活性化につなげる。 

学校を核とした地域力強化プラン 

学校を核として地域住民等の参画や地域の特色を生かした事業を展開することで、 
まち全体で地域の将来を担う子供たちを育成するとともに、地方創生の実現を図る。 

◆地域の実情に応じて、柔軟に事業を実施することができるよう、関連施策によるプランを推進。 
◆学校を核とした地域力強化のための仕組みづくりや地域の活性化に直結する様々な施策等を有機的に組み合わせて推進。 

【地域を担う人材育成のためのｷｬﾘｱﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ推進事業】（12百万円） 
地元就職につなげるキャリアプランニングを推進する「キャリアプランニング
スーパーバイザー」を配置し、地域を担う人材育成・就労支援を促進すること
により、地域の活性化につなげる。 

【地域の豊かな社会資源を活用した土曜日の教育支援体制等構築事業】（1,560百万円） 

 地域の多様な経験や技能を持つ人材・企業等の協力により、土曜日ならではの教
育活動を行う体制を構築し、学校と地域が連携した取組を支援することなどを通じて、
地域の活性化を図る。 

【地域提案型の学校を核とした地域魅力化事業】（11百万円） 
学校を核とした地域の魅力を創造する取組として、地域が提案する創意工夫
のある独自で多様な取組を支援することにより、独自の地域の活性化を図る。 

    (前年度予算額 6,684百万円) 

    28年度要求・要望額  9,137百万円 

学校を核として、人づくり・地域づくりの好循環を創出 

少子化・高齢化の進展 

核家族化 

共働き世帯、一人親世帯、
独居老人の増加 

地域のつながり 
の希薄化 

地域格差、経済格差の拡大 

子供たちを 
取り巻く 

地域力の衰退 

学校を核とした地域 
とのつながりの形成 

地域資源を生かした子供 
たちの豊かな学びの実現 

子供たちの地域への愛着、
地域の担い手の増加 

人口流出の抑制、 
地域の活性化 

学校を核とした 
地域力強化のための 
仕組みづくりの推進 

キャリ
ア教育 

農山漁
村体験 

土曜日の
支援体制
構築 

コミュニティ・ 
スクール 

学校支援
地域本部 

様々な施策の 
展開により、 
教育の充実、 
地域も活性化 

◇地方創生には、地域を生かした豊かな学びの創出により、子供たちの地域への愛着を育み、地域の将来を担う子供たちを育成することが重要。 

学校を核とした地域力強化・将来を担う子供たちの育成を通じて、地方創生を実現 

地域 
提案型 
事業 

地域連携の基盤づくり 

地域の特色ある取組を 
柔軟に支援 地域力強化プラン 



平成２８年度概算要求額 ４４億円（平成２７年度予算額 ４４億円） 

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業 ～地（知）の拠点ＣＯＣプラス  ～ 

 『人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小が人口減少を加速させる』という負のスパ
イラルに陥ることが危惧されている。 
 地方／東京の経済格差拡大が、東京への一極集中と若者の地方からの流出を招いている。 

【事業概要】 
 … 地域の自治体や中小企業等と協働し、地域の雇用創出や学卒者の地元定着率の
向上に関する計画を策定 

 …  地方の大学や地方公共団体・中小企業等と協働し、地方の魅力向上に資する計画
を策定 

【背 景 ・ 課 題】 

 ⇒ 事業協働機関が設定した目標達成のため、大学力（教育・研究・社会貢献）を結集 

【ＣＯＣからＣＯＣ  へ】 

自 治 体 自 治 体 【成 果】 
・事業協働地域における雇用創出 
・事業協働地域への就職率向上 

若年層人口の東京一極集中の解消 

地 方 の 大 学 

東京等の大学 

Ｄ大学 

Ｅ大学 

民間団体 

自 治 体 

自 治 体 

企 業 

Ｎ Ｐ Ｏ 

Ａ大学 

企 業 

Ｂ大学 Ｃ大学 

コーディネーター 

コーディネーター 

コーディネーター 

：事業協働地域 

○ 大学が、地域の各種機関と協働し、学生にとって魅力ある就職先を創出・開拓するとともに地
域が求める人材を育成するための教育改革を実行 

○ COC+推進コーディネーターを配置し、事業協働地域の連携強化や取組の進捗を管理 

COC+大学と事業協働地域の機関が協働し、地域が
求める人材を育成し、若年層の地元定着を推進 

①事業協働地域の産業活性化、人口集積を推
進するため、大学群、自治体、企業等の課
題（ニーズ）と資源（シーズ）の分析 

②①を踏まえた雇用創出・就職率向上の目標
値設定 

③地域が求める人材養成のための教育プログ
ラムを実施するために必要な人的・物的資
源の把握 

④教育プログラムの構築・実施 

【大学】 
●地域特性の理解（地域
志向科目の全学必修） 

●専門的知識の修得と地
域をフィールドとする徹
底した課題解決型学修
による地域理解力と課題
発見・解決能力の修得 
等 

【地方公共団体・企業等】 
●実務家教員の派遣 
●財政支援 
●フィールドワークやイン
ターンシップ、PBL等を実
施するための場の提供 
等 
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民

が
中

心
と

な
っ

た
民

間
協

働
組

織
（
活

動
組

織
）
に

よ
る

里
山

林
等

の
森

林
保

全
管

理
等

山
村

の
活

性
化

に
資

す
る

取
組

に
対

し
、

一
定

の
費

用
を

国
が

支
援

。
・
事

業
実

施
主

体
：
活

動
組

織
・
補

助
の

要
件

：
３

名
以

上
で

組
織

を
構

成
、

森
林

所
有

者
と

の
協

定
締

結
等

 ・
補

助
率

：
定

額
（
1
/
2
相

当
）

・
上

限
額

：
１

活
動

組
織

当
た

り
5
0
0
万

円

2
,4

8
5
,0

0
0

2
,4

8
5
,0

0
0

-
農

林
水

産
省

林
野

庁
森

林
整

備
部

森
林

利
用

課
0
3
-
3
5
0
2
-
0
0
4
8

農
林

水
産

業
に

よ
る

環
境

保
全

水
産

多
面

的
機

能
発

揮
対

策

環
境

・
生

態
系

の
維

持
・
保

全
や

安
心

し
て

活
動

で
き

る
海

域
の

確
保

な
ど

。
漁

業
者

等
が

行
う

水
産

業
・
漁

村
の

多
面

的
機

能
の

発
揮

に
資

す
る

地
域

の
活

動
を

支
援 ・
事

業
実

施
主

体
：
地

域
協

議
会

、
活

動
組

織
、

都
道

府
県

、
市

町
村

・
補

助
率

：
定

額
（
１

／
２

相
当

等
）

2
,9

5
0
,0

0
0

2
,8

0
0
,0

0
0

－
農

林
水

産
省

水
産

庁
漁

港
漁

場
整

備
部

計
画

課
0
3
-
3
5
0
1
-
3
0
8
2

伝
統

文
化

の
保

存
日

本
食

文
化

ナ
ビ

地
域

の
伝

統
的

な
食

文
化

を
次

世
代

に
守

り
伝

え
、

そ
れ

ら
を

活
用

し
て

地
域

活
性

化
に

取
り

組
む

た
め

の
ナ

ビ
ゲ

ー
シ

ョ
ン

「
日

本
食

文
化

ナ
ビ

」
の

活
用

促
進

。
・
対

象
：
地

方
公

共
団

体
、

事
業

者
、

学
校

関
係

者
、

団
体

、
個

人
な

ど
地

域
活

性
化

に
取

り
組

む
全

て
の

者
・
入

手
方

法
：
①

Ｎ
Ｏ

Ｔ
Ｅ

 冊
子

で
配

布
中

　
　

　
　

　
　

　
　

②
Ｂ

Ｏ
Ｏ

Ｋ
 農

林
水

産
省

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

に
掲

載
中

（
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.m
af

f.
go

.jp
/
j/

ke
ik

ak
u
/
sy

o
ku

b
u
n
ka

/
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ta
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at
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n
/
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d
e
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非
予

算
非

予
算

非
予

算

農
林

水
産

省
大

臣
官

房
政

策
課

食
ビ

ジ
ョ

ン
推

進
室

0
3
-
6
7
3
8
-
6
1
2
0

世
代

間
の

文
化

伝
承

日
本

食
文

化
ナ

ビ
（
再

掲
）

地
域

の
伝

統
的

な
食

文
化

を
次

世
代

に
守

り
伝

え
、

そ
れ

ら
を

活
用

し
て

地
域

活
性

化
に

取
り

組
む

た
め

の
ナ

ビ
ゲ

ー
シ

ョ
ン

「
日

本
食

文
化

ナ
ビ

」
の

活
用

促
進

。
・
補

助
対

象
：
地

方
公

共
団

体
、

事
業

者
、

学
校

関
係

者
、

団
体

、
個

人
な

ど
地

域
活

性
化

に
取

り
組

む
す

べ
て

の
方

・
入

手
方

法
：
①

Ｎ
Ｏ

Ｔ
Ｅ

 冊
子

で
配

布
中

　
　

　
　

　
　

　
　

②
Ｂ

Ｏ
Ｏ

Ｋ
 農

林
水

産
省

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

に
掲

載
中

（
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.m
af

f.
go

.jp
/
j/

ke
ik

ak
u
/
sy

o
ku

b
u
n
ka

/
vi

ta
liz

at
io

n
/
in

d
e
x.

h
tm

l）

非
予

算
非

予
算

非
予

算

農
林

水
産

省
大

臣
官

房
政

策
課

食
ビ

ジ
ョ

ン
推

進
室

0
3
-
6
7
3
8
-
6
1
2
0

世
代

間
の

文
化

伝
承

農
山

漁
村

活
性

化
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
支

援
交

付
金

（
再

掲
）

農
山

漁
村

に
お

け
る

定
住

・
地

域
間

交
流

を
促

進
す

る
た

め
の

生
産

施
設

や
地

域
間

交
流

拠
点

施
設

等
の

整
備

を
支

援
。

・
事

業
実

施
主

体
：
都

道
府

県
、

市
町

村
、

農
林

漁
業

者
等

の
組

織
す

る
団

体
等

・
交

付
率

：
都

道
府

県
及

び
市

町
村

へ
は

定
額

（
事

業
実

施
主

体
へ

は
事

業
費

の
1
/
2
以

内
等

）

6
,2

5
0
,0

0
0
の

内
数

6
,1

5
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,0

0
0
の

内
数
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,8

5
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の

内
数

農
林

水
産

省
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村
振

興
局

整
備

部
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村
整

備
官

0
3
-
3
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1
-
0
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1
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そ
の

他
（
文

化
的

か
か

わ
り

）
都

市
農

村
共

生
・
対

流
総

合
対

策
交

付
金

（
再

掲
）

都
市

と
農

山
漁

村
の

共
生

・
対

流
に

お
い

て
、

農
山

漁
村

の
持

つ
豊

か
な

自
然

や
「
食

」
を

観
光

、
教

育
、

福
祉

等
に

活
用

す
る

地
域

の
手

づ
く
り

活
動

を
支

援
。

・
事

業
実

施
主

体
：
地

域
協

議
会

、
農

業
法

人
、

Ｎ
Ｐ

Ｏ
等

・
補

助
率

：
定

額
・
上

限
額

：
１

地
区

当
た

り
8
0
0
万

円

2
,0

5
0
,0

0
0
の

内
数

2
,0

0
0
,0

0
0
の

内
数

-
農

林
水

産
省

農
村

振
興

局
農

村
政

策
部

都
市

農
村

交
流

課
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-
5
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平
成

２
８

年
度

概
算

要
求

に
係

る
「
ふ

る
さ

と
づ

く
り

推
進

」
に

向
け

た
施

策
集

テ
ー

マ
事

業
名

称
事

業
内

容
平

成
２

８
年

度
概

算
要

求
額

（
単

位
：
千

円
）

平
成

２
７

年
度

当
初

予
算

額
（
単

位
：
千

円
）

平
成

２
６

年
度

補
正

予
算

額
（
単

位
：
千

円
）

関
係

省
庁

（
問

い
合

わ
せ

先
）

学
校

と
地

域
社

会
の

連
携

都
市

農
村

共
生

・
対

流
総

合
対

策
交

付
金

（
再

掲
）

都
市

と
農

山
漁

村
の

共
生

・
対

流
に

お
い

て
、

小
学

校
を

は
じ

め
と

す
る

子
ど

も
の

農
山

漁
村

に
お

け
る

体
験

教
育

活
動

等
の

取
組

を
支

援
。

・
事

業
実

施
主

体
：
地

域
協

議
会

、
農

業
法

人
、

Ｎ
Ｐ

Ｏ
等

・
補

助
率

：
定

額
・
上

限
額

：
１

地
区

当
た

り
8
0
0
万

円

2
,0

5
0
,0

0
0
の

内
数

2
,0

0
0
,0

0
0
の

内
数

-
農

林
水

産
省

農
村

振
興

局
農

村
政

策
部

都
市

農
村

交
流

課
0
3
-
3
5
0
2
-
5
9
4
6

ふ
る

さ
と

づ
く
り

を
推

進
す

る
人

材
の

育
成

都
市

農
村

共
生

・
対

流
総

合
対

策
交

付
金

（
再

掲
）

都
市

と
農

山
漁

村
の

共
生

・
対

流
に

お
い

て
、

地
域

外
の

人
材

の
活

用
、

意
欲

あ
る

都
市

の
若

者
の

長
期

的
受

入
れ

等
の

取
組

を
支

援
。

・
事

業
実

施
主

体
：
地

域
協

議
会

、
農

業
法

人
、

Ｎ
Ｐ

Ｏ
等

・
補

助
率

：
定

額
・
上

限
額

：
１

地
区

当
た

り
2
5
0
万

円

2
,0

5
0
,0

0
0
の

内
数

2
,0

0
0
,0

0
0
の

内
数

-
農

林
水

産
省

農
村

振
興

局
農

村
政

策
部

都
市

農
村

交
流

課
0
3
-
3
5
0
2
-
5
9
4
6

農
林

水
産

業
の

活
性

化
６

次
産

業
化

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

活
動

交
付

金

〈
ソ

フ
ト

事
業

〉
・
　

農
林

漁
業

者
と

多
様

な
事

業
者

が
連

携
し

て
行

う
新

商
品

開
発

・
販

路
開

拓
 及

び
プ

ラ
ン

ナ
ー

に
よ

る
農

林
漁

業
者

等
に

対
す

る
サ

ポ
ー

ト
体

制
の

整
備

　
 　

（
事

業
実

施
主

体
：
民

間
団

体
、

地
方

公
共

団
体

等
、

交
付

率
：
1
/
3
以

内
　

（
市

町
村

の
６

次
産

業
化

戦
略

・
構

想
に

基
づ

く
取

組
は

1
/
2
以

内
）
）

〈
ハ

ー
ド

事
業

〉
・
　

六
次

産
業

化
・
地

産
地

消
法

等
の

認
定

事
業

者
が

、
制

度
資

金
等

の
融

資
を

 活
用

し
て

取
り

組
む

農
林

水
産

物
の

加
工

・
販

売
施

設
等

の
整

備
　

　
（
事

業
実

施
主

体
：
民

間
団

体
等

、
交

付
率

：
3
/
1
0
以

内
、

上
限

額
１

億
円

）
・
　

市
町

村
の

６
次

産
業

化
戦

略
・
構

想
に

沿
っ

て
、

地
域

ぐ
る

み
で

取
り

組
む

  
新

商
品

開
発

に
必

要
な

加
工

機
械

等
の

整
備

　
　

（
事

業
実

施
主

体
：
市

町
村

、
民

間
団

体
等

、
交

付
率

：
1
/
2
以

内
、

上
限

額
  

 ３
千

万
円

）

2
,5

3
3
,1

0
6
の

内
数

2
,3

3
1
,2

4
0
の

内
数

1
,2

4
1
,3

5
9
の

内
数

農
林

水
産

省
食

料
産

業
局

産
業

連
携

課
0
3
-
6
7
4
4
-
2
0
6
3

農
林

水
産

業
の

活
性

化
食

の
モ

デ
ル

地
域

育
成

事
業

(日
本

の
食

消
費

拡
大

国
民

運
動

推
進

事
業

）

地
域

で
生

産
・
製

造
さ

れ
る

国
産

農
林

水
産

物
や

食
品

の
消

費
拡

大
を

図
る

「
食

の
モ

デ
ル

地
域

」
に

お
け

る
、

商
品

開
発

、
販

路
開

拓
、

人
材

育
成

等
の

取
組

を
支

援
。

・
事

業
実

施
主

体
：
都

道
府

県
又

は
市

町
村

、
農

林
漁

業
者

、
食

品
関

連
事

業
者

等
か

ら
構

成
さ

れ
る

組
織

「
食

の
モ

デ
ル

地
域

実
行

協
議

会
」

・
補

助
率

：
1
/
2
以

内
・
上

限
額

：
１

事
業

実
施

主
体

当
た

り
4
9
0
万

円

7
5
5
,0

0
0
の

内
数

2
,3

6
1
,8

9
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の

内
数

3
0
0
,0

0
0
の

内
数

農
林

水
産
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生

産
局

農
産

部
穀

物
課

米
麦

流
通

加
工

対
策

室
0
3
-
3
5
0
2
-
7
9
5
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農
林

水
産

業
の

活
性

化
農

山
漁

村
活

性
化

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

支
援

交
付

金
（
再

掲
）

農
山

漁
村

に
お

け
る

定
住

・
地

域
間

交
流

を
促

進
す

る
た

め
の

生
産

施
設

や
地

域
間

交
流

拠
点

施
設

等
の

整
備

を
支

援
。

・
事

業
実

施
主

体
：
都

道
府

県
、

市
町

村
、

農
林

漁
業

者
等

の
組

織
す

る
団

体
等

・
交

付
率

：
都

道
府

県
及

び
市

町
村

へ
は

定
額

（
事

業
実

施
主

体
へ

は
事

業
費

の
1
/
2
以

内
等

）
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5
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,0

0
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5
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0
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0
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林
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林

水
産

業
の

活
性

化
水

産
多

面
的

機
能

発
揮

対
策

（
再

掲
）

環
境

・
生

態
系

の
維

持
・
保

全
や

安
心

し
て

活
動

で
き

る
海

域
の

確
保

な
ど

。
漁

業
者

等
が

行
う

水
産

業
・
漁

村
の

多
面

的
機

能
の

発
揮

に
資

す
る

地
域

の
活

動
を

支
援 ・
事

業
実

施
主

体
：
地

域
協

議
会

、
活

動
組

織
、

都
道

府
県

、
市

町
村
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補

助
率
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定

額
（
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２

相
当

等
）
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平
成

２
８

年
度

概
算

要
求

に
係

る
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ふ

る
さ

と
づ

く
り

推
進

」
に

向
け

た
施

策
集

テ
ー

マ
事

業
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称
事

業
内

容
平

成
２

８
年

度
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算
要

求
額
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単

位
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千

円
）

平
成

２
７

年
度

当
初

予
算

額
（
単

位
：
千

円
）

平
成

２
６

年
度

補
正

予
算

額
（
単

位
：
千

円
）

関
係

省
庁

（
問

い
合

わ
せ

先
）

農
林

水
産

業
の

活
性

化
産

地
水

産
業

強
化

支
援

事
業

産
地

協
議

会
が

策
定

し
た

「
産

地
水

産
業

強
化

計
画

」
に

基
づ

く
地

域
漁

業
の

課
題

克
服

へ
向

け
た

取
組

及
び

そ
の

取
組

に
必

要
と

な
る

共
同

利
用

施
設

の
整

備
等

に
対

し
て

支
援

。
・
事

業
実

施
主

体
：
産

地
協

議
会

（
漁

業
関

係
機

関
等

、
市

町
村

、
関

係
団

体
）
、

市
町

村
、

水
産

業
協

同
組

合
等

・
交

付
率

：
定

額
（
1
/
3
以

内
等

）

5
,3

2
4
,9

1
4
の

内
数

1
,9

9
0
,2

8
0
の

内
数

1
,2

0
0
,0

0
0
の

内
数

農
林

水
産

省
水

産
庁

漁
港

漁
場

整
備

部
防

災
漁

村
課

0
3
-
6
7
4
4
-
2
3
9
1

そ
の

他
（
教

育
的

か
か

わ
り

）
都

市
農

村
共

生
・
対

流
総

合
対

策
交

付
金

（
再

掲
）

都
市

と
農

山
漁

村
の

共
生

・
対

流
に

お
い

て
、

農
山

漁
村

の
持

つ
豊

か
な

自
然

や
「
食

」
を

観
光

、
教

育
、

福
祉

等
に

活
用

す
る

地
域

の
手

づ
く
り

活
動

を
支

援
。

・
事

業
実

施
主

体
：
地

域
協

議
会

、
農

業
法

人
、

Ｎ
Ｐ

Ｏ
等

・
補

助
率

：
定

額
・
上

限
額

：
１

地
区

当
た

り
8
0
0
万

円

2
,0

5
0
,0

0
0
の

内
数

2
,0

0
0
,0

0
0
の

内
数

-
農

林
水

産
省

農
村

振
興

局
農

村
政

策
部

都
市

農
村

交
流

課
0
3
-
3
5
0
2
-
5
9
4
6

地
域

間
の

交
流

日
本

の
食

消
費

拡
大

国
民

運
動

推
進

事
業

の
う

ち
「
地

域
の

食
の

絆
強

化
推

進
運

動
事

業
」
（
新

規
）

農
林

漁
業

者
、

給
食

事
業

者
、

小
売

事
業

者
等

が
連

携
し

て
行

う
農

林
漁

業
体

験
を

通
じ

た
食

育
活

動
（
教

育
フ

ァ
ー

ム
活

動
）
等

を
支

援
。

・
事

業
実

施
主

体
：
地

方
公

共
団

体
、

民
間

団
体

等
・
補

助
率

：
定

額
、

１
／

３
以

内

7
5
5
,0

0
0
の

内
数

-
-

農
林

水
産

省
消

費
・
安

全
局

消
費

者
情

報
官

0
3
-
3
5
0
2
-
5
7
2
3

地
域

間
の

交
流

都
市

農
村

共
生

・
対

流
総

合
対

策
交

付
金

（
再

掲
）

都
市

と
農

山
漁

村
の

共
生

・
対

流
に

お
い

て
、

意
欲

あ
る

都
市

の
若

者
の

長
期

的
受

入
れ

や
、

小
学

校
を

は
じ

め
と

す
る

子
ど

も
の

農
山

漁
村

に
お

け
る

体
験

教
育

活
動

等
の

取
組

を
支

援
。

・
事

業
実

施
主

体
：
地

域
協

議
会

、
農

業
法

人
、

Ｎ
Ｐ

Ｏ
等

・
補

助
率

：
定

額
・
上

限
額

：
１

地
区

当
た

り
8
0
0
万

円

2
,0

5
0
,0

0
0
の

内
数

2
,0

0
0
,0

0
0
の

内
数

-
農

林
水

産
省

農
村

振
興

局
農

村
政

策
部

都
市

農
村

交
流

課
0
3
-
3
5
0
2
-
5
9
4
6

地
域

間
の

交
流

農
山

漁
村

活
性

化
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
支

援
交

付
金

（
再

掲
）

農
山

漁
村

に
お

け
る

定
住

・
地

域
間

交
流

を
促

進
す

る
た

め
の

生
産

施
設

や
地

域
間

交
流

拠
点

施
設

等
の

整
備

を
支

援
。

・
事

業
実

施
主

体
：
都

道
府

県
、

市
町

村
、

農
林

漁
業

者
等

の
組

織
す

る
団

体
等

・
交

付
率

：
都

道
府

県
及

び
市

町
村

へ
は

定
額

（
事

業
実

施
主

体
へ

は
事

業
費

の
1
/
2
以

内
等

）

6
,2

5
0
,0

0
0
の

内
数

6
,1

5
0
,0

0
0
の

内
数

1
,8

5
0
,0

0
0
の

内
数

農
林

水
産

省
農

村
振

興
局

整
備

部
農

村
整

備
官

0
3
-
3
5
0
1
-
0
8
1
4

自
律

的
な

地
域

産
業

構
造

の
構

築

都
市

農
村

共
生

・
対

流
総

合
対

策
交

付
金

の
う

ち
山

村
活

性
化

支
援

対
策

山
村

の
豊

か
な

地
域

資
源

の
活

用
を

通
じ

た
地

元
の

所
得

や
雇

用
の

増
大

に
向

け
、

農
林

業
者

を
は

じ
め

と
す

る
地

域
住

民
が

協
力

し
て

行
う

取
組

を
支

援
。

・
事

業
実

施
主

体
：
山

村
地

域
の

市
町

村
等

・
補

助
率

：
定

額
・
上

限
額

：
１

地
区

当
た

り
1
,0

0
0
万

円

2
,8

5
0
,0

0
0
の

内
数

2
,7

5
0
,0

0
0
の

内
数

-
農

林
水

産
省

農
村

振
興

局
農

村
政

策
部

中
山

間
地

域
振

興
課

0
3
-
3
5
0
2
-
6
0
0
5

時
代

に
ふ

さ
わ

し
い

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
形

成
農

村
集

落
活

性
化

支
援

事
業

人
口

減
少

社
会

を
踏

ま
え

、
地

域
住

民
が

主
体

と
な

っ
た

将
来

ビ
ジ

ョ
ン

づ
く
り

や
、

集
落

営
農

組
織

等
を

活
用

し
た

集
落

間
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

化
に

よ
り

、
地

域
の

維
持

・
活

性
化

を
図

る
取

組
を

支
援

。
・
事

業
実

施
主

体
：
地

域
協

議
会

・
補

助
率

：
定

額

6
0
0
,0

0
0

6
0
0
,0

0
0

-
農

林
水

産
省

農
村

振
興

局
農

村
政

策
部

農
村

計
画

課
農

村
政

策
推

進
室

0
3
-
6
7
4
4
-
2
2
0
3

4



都
市

農
村

共
生

・
対

流
総

合
対

策

○
実

施
主

体
：
地

域
協

議
会

、
農

業
法

人
､
N
P
O

等
○

実
施

期
間

：
上

限
２
年

○
補

助
率

：
定

額
１
地
区
当
た
り
上
限
8
0
0
万
円

中
山

間
地

域
等

の
小

規
模

･
高

齢
化

集
落

を
含

む
地

区
１
地
区
当
た
り
上
限
9
0
0
万
円

（
旧

小
学

校
区

単
位

）

・
地
域
活
性
化
や
暮
ら
し
の
安
心
の
活
動
に
必
要
な
集
落
連
合
体
に
よ
る
体
制

整
備

、
自

立
的

活
動

の
後

押
し

集
落
連
携
推
進
対
策

＋
施
設
等
整
備
対
策

＋
人

材
活

用
対

策

広
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
推
進
対
策

○
実

施
主

体
：
民

間
団

体
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
都

道
府

県
等

○
実

施
期

間
：
５
年

間
○

補
助

率
：
定

額

・
地

域
を
越

え
た
人

材
の

活
用

、
優

良
事

例
の

情
報

受
発

信

（
全

国
・
都

道
府

県
単

位
）

・
外

部
人

材
・
都

市
の

若
者

の
長

期
受

入
と
活

動
の

支
援

、
実

践
研

修
の

実
施

※
総

務
省

と
一

体
的

に
「
地

域
お
こ
し
協

力
隊

」
を
運

用

○
実

施
主

体
：
地

域
協

議
会

､
農

業
法

人
､
Ｎ
Ｐ
Ｏ

等
○

実
施

期
間

：
上

限
３
年

○
補

助
率

：
定

額
(
１
地

区
当

た
り
上

限
2
5
0
万

円
)

・
外

国
人

旅
行

者
の

受
入

を
見

据
え
た
農

家
民

宿
等

の
環

境
整

備
を
支

援
【
拡

充
】

○
実

施
主

体
：
地

域
協

議
会

、
農

業
法

人
、
地

域
協

議
会

の
構

成
員

(
市

町
村

)
等

○
実

施
期

間
：
上

限
２
年

○
補

助
率

：
１
/
２
等

(
１
地

区
当

た
り
上

限
2
,0
0
0
万

円
等
）

・
人

口
の

減
少

・
高

齢
化

、
集

落
機

能
の

低
下

・
農
業

所
得

の
減

少

・
社

会
イ
ン
フ
ラ
の
老

朽
化

・
廃
校

等
遊

休
資

源
の

増
加

・
美
し
い
農
村
資
源
の
保
全
・
継
承
が
困
難
化

・
都
市
と
の
交
流
に
関
心

農
山

漁
村

の
現

状

・
農

山
漁

村
へ

訪
問

す
る
こ
と
へ

の
関

心

・
農

山
漁

村
で
の

子
ど
も
体

験
学

習
へ

の
関

心

・
農
業
園
芸
活
動
の
心
身
へ
の
リ
ハ
ビ
リ
効
果

・
団

塊
世

代
等

の
農

山
漁

村
へ

の
定
住
希

望

・
若

者
の

農
業

へ
の

関
心

・
美
し
い
農
村
景
観
か
ら
得
ら
れ
る
や
す
ら
ぎ

消
費

者
・
都

市
住

民
の
ニ
ー
ズ

都
市

と
農

山
漁

村
の
共
生

・
対
流

を
強

力
に
推

進

い
や
し
・
や
す
ら
ぎ
、

新
た
な
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル

の
ニ
ー
ズ

所
得

・
雇

用
の

増
大

、
活

性
化

の
必

要

○
写

真
等

子
ど
も
を
中
心
に

世
代

が
触
れ
合
う

送
り
手

側
（
学

校
）

を
中

心
に
支

援
【
活

動
支
援
、
情
報
提

供
等

】

文
科

省

地
方

の
自

主
性

に
基

づ
く
取

組
を
中

心
に
支

援
【
地

方
財

政
措

置
等

】

総
務

省

受
入

側
(農

山
漁

村
)を

中
心

に
支

援

（
モ
デ
ル

地
区

の

整
備
支
援
、
情
報

提
供

等
）

農
水

省

小
学

校
農

山
漁

村
農
山
漁
村
に
お
け
る

農
林
漁
業
体
験
・
宿
泊
体
験

主
な
連

携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

【
平
成
２
８
年
度
概
算
要
求
額
：
2
,8
5
0
（

２
,７
５
０
）

百
万

円
】

○
農
山
漁
村
に
お
い
て
は
、
人
口
の
減
少
・
高

齢
化
等
に
伴
い
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
活
力
が
低
下
し
、
地
域
経
済
が
低
迷
。
一
方
、
都
市
住
民
に
お
い

て
は
、
付
加
価
値
の

高
い
観
光
・
教
育
・
福
祉
等
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
が
増
大
。

○
こ
の

た
め

、
観

光
・

教
育

・
福

祉
と

の
連

携
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
等

を
重

点
対

策
と

し
て

位
置

づ
け

、
集

落
が

市
町

村
、

Ｎ
Ｐ

Ｏ
等

多
様

な
主

体
と

連
携

す
る

集
落

連
合

体
に

よ
る

地
域

の
手

づ
く

り
活

動
や

市
町

村
が

中
心

と
な

っ
て

地
域

ぐ
る

み
で

特
色

あ
る

地
域

資
源

を
活

用
す

る
取

組
を

支
援

。
○

ま
た
、
急
増
し
て
い
る
訪
日
外
国
人
旅
行
者
を
農
山
漁
村
に
呼
び
込
む
た
め
の
受
入
体
制
づ
く
り
を
推
進
。

都
市

農
村

共
生

・
対

流
総

合
対

策

山
村
活
性
化
支
援
対
策

・
山
村
の
所
得
・
雇
用
の
増
大
に
向
け
、
地
域
の
農
林
水
産
物
等
の
域
内
消
費
の

拡
大
や
域
外
へ
の
販
売
促
進
等
に
必
要
な
組
織
・
体
制
づ
く
り
、
域
内
人
材
の
育

成
、
取
組
の
試
行
実
践
等
を
支
援

都
市
農
村
共
生
・
対
流
総
合
対
策
交
付
金

○
実

施
主

体
：
市

町
村

等
○

補
助

率
：
定

額
(
１
地

区
当

た
り
上

限
１
,0
0
0
万

円
）

【
２
，
０
５
０
（
２
，
０
０
０
）
百

万
円

】

【
８
０
０
（
７
５
０
）
百

万
円

】

・
空
き
家
、
廃
校
等
の
補

修
等

食
と
農
を
活
用
し
た
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
推
進
施
策
と
の
連
携

○
食
と
農
を
活
用
し
た
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
推
進

施
策
と
連
携
し
、
訪
日
外
国
人
旅
行
者
を
農

山
漁

村
に
呼

び
込

む
た
め
の

受
入

体
制

づ
く

り
を
進

め
、
農

山
漁

村
の

所
得

向
上

・
雇

用
創
出
を
図
る
取
組
を
推
進

「
農
」
と
福
祉

の
連

携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

○
高

齢
者

や
障
害
者
、
生
活
困
窮
者
等
を
対

象
と

し
た

福
祉
農
園
の
拡
大
・
定
着
を

推
進

・
福

祉
・

農
業
関
係
者
を
対
象
と
し
た
研

修
会

の
開

催
、
農
業
専
門
家
の
派
遣
、

福
祉

農
園

の
開
設
・
整
備
等

高
齢
者
生
き
が
い
農

園

子
ど
も
農
山
漁
村
交
流
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

○
子

供
の

農
山
漁
村
で
の
宿
泊
に
よ
る
農
林

漁
業

体
験

や
自
然
体
験
活
動
等
を
推
進

・
体

験
プ

ロ
グ
ラ
ム
や
安
全
対
策
の
充
実

な
ど

の
受

入
体
制
づ
く
り
、
宿
泊
・
体

験
施

設
の

整
備
等

子
供
の
体
験
学
習

農
観
連
携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

○
グ

リ
ー

ン
・
ツ
ー
リ
ズ
ム
と
他
の
観
光
の

組
合

せ
や

、
訪
日
外
国
人
旅
行
者
の
農

山
漁

村
へ

の
呼
び
込
み
を
推
進

・
農

山
漁

村
地
域
の
地
域
資
源
の
発
掘
・

磨
き

上
げ

、
受
入
環
境
整
備
や
プ
ロ

モ
ー

シ
ョ

ン
の
推
進

農
家

で
の

交
流
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事
業

実
施

主
体

都
道
府
県
、
市
町
村
、
農
業

協
同

組
合

、
土
地
改
良
区

、
漁
業
協
同
組

合
、
森

林
組

合
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法

人
、
農

林
漁

業
者

等
の

組
織

す
る
団

体
、
Ｐ
Ｆ
Ｉ事

業
者

、
地

域
再

生
推

進
法

人
（
拡

充
）

等

農
山

漁
村

活
性

化
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
支

援
交

付
金

○
農

山
漁

村
活

性
化

法
に
基

づ
き
市

町
村

等
が

作
成

し
た
定

住
・
交

流
促

進
の

た
め
の

活
性

化
計

画
の

実
現

に
向

け
て
、
施

設
整

備
を
中

心
と
し
た
総

合
的
な
取
組
を
支
援
。

○
人

口
減

少
社

会
を
踏

ま
え
、
農

山
漁

村
に
お
け
る
雇

用
の

確
保

、
所

得
の

向
上

、
集

落
機

能
の

集
約

と
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

の
観

点
か

ら
地

方
創

生
の

取
組

を
支

援
す
る
と
と
も
に
、
観

光
・
教

育
・
福

祉
等

と
連

携
し
た
都

市
と
農

山
漁

村
の

交
流

を
推

進
。

農
林

水
産
物
集
出
荷
貯
蔵
施
設

農
林

水
産
物
処

理
加
工
・
集
出

荷
貯

蔵
施

設
、
区
画

整
理
、
農
業
用

用
排

水
路

、
育
苗
施

設
等

簡
易
給
排
水
施

設
、
防
災
安
全

施
設
、

農
山
漁
村
定
住

促
進
施
設

等

廃
校
・
廃
屋
等

改
修
交
流
施
設

、
農

林
漁
業
・
農
山

漁
村
体
験
施
設

、
地

域
連
携
販
売
力

強
化
施
設

等

生
産

基
盤

及
び
施

設

農
林

漁
業
の

振
興
を
図

る
生

産
基

盤
・
生

産
施
設

の
整

備
を
支

援
良

好
な
生

活
の
場

で
あ
る
農

山
漁

村
の

生
活
環

境
整
備

を
支

援
都

市
住

民
や

一
時
的

・
短
期

的
滞
在

等
の

交
流
拠

点
の
整

備
を
支

援

農
林

水
産

省

計
画

主
体

（
都
道
府
県
又
は
市
町
村
）

①

活 性 化 計 画

の 提 出
②

交 付 金 の

交 付

④
③

事 業 完 了

の 報 告

交 付 金 の

配 分

生
活

環
境

施
設

地
域
間
交
流
拠
点

資
源
の
有
効
利
用
等

簡
易
給
排
水
施
設

地
域
連
携
販
売
力
強
化
施
設

資
源

の
有
効
利
用
を
確
保
す
る
た

め
の

施
設

の
整
備

を
支

援

自
然
・
資
源
活
用
施
設

遊
休
農
地
解
消

支
援
、
自
然
・

資
源

活
用
施
設
、
リ

サ
イ
ク
ル
施
設

、
集

落
拠
点
強
化
施

設
等

○
地
域
の
創

意
工
夫
等
に
よ

る
活

性
化

計
画

の
策
定
・

提
出

○
計
画
主
体
に
対
し
て
、
定
額
（
事
業
実

施
主
体
へ
は
事
業
費
の
１
／
２
以
内
等
）

の
交
付
金
を
交
付

○
地
域
の
実

情
に
応
じ
て
複

数
年

（
５

年
以

内
）
の
計

画
策
定

が
可
能

○
地
域
独
自

の
提
案
メ
ニ
ュ

ー
も

支
援

交
付

金
の

流
れ

交
付

金
の

特
徴

交
付

金
対

象
施

設

【
平

成
２
8
年

度
予

算
概

算
要

求
額

：
６
,２
5
0
（

６
,1
5
0
）

百
万

円
】

○
子

ど
も
農

山
漁
村

交
流

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

受
入
側
の
宿
泊
体
験
施
設
・
教
育
農
園
等
の
整
備
を
支

援

○
「
農

」
と
福

祉
の
連

携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

高
齢
者
の
生
き
が
い
等
を
目
的
と
す
る
農
園
等
の
整
備

を
支
援

○
農

観
連
携

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

農
林
漁
業
・
農
山
漁
村
体
験
施
設
等
の
受
入
環
境
の
整
備
を
支

援

○
空

き
家

・
廃

校
活

用
交
流

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

空
き
家
・
廃
校
等
を
活
用
し
た
田
舎
暮
ら
し
希
望
者
の
受
け
皿
や
集

落
拠

点
の
核

と
な
る
多

機
能

な
施

設
の
整

備
を
支

援

廃
校
・
廃
屋
等
改
修
交
流
施
設

農
林
水
産
物
処
理
加
工
施
設

リ
サ

イ
ク
ル

施
設

浄
水
施
設

柿
の
集
出
荷
施
設

味
噌
加
工
施
設

農
産

物
直

売
施

設

宿
泊

体
験

施
設

堆
肥

化
施

設
廃
屋
利
用
の
一
定
期
間
宿
泊
施
設

農
山
漁
村
定
住
促
進
施
設

木
質

バ
イ
オ
マ
ス

ボ
イ
ラ
ー

連
携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

[凡
例
]

集
落
の
施
設
を
「
小
さ
な
拠
点
」

に
集
約
し
、
人
口
減
少
社
会
に

対
応
し
た
集
落
機
能
の
維
持
を

図
る
取
組
を
支
援

「
小
さ
な
拠
点
」
の
形
成
を
支
援

・
・
・
本

交
付

金
に
て
支

援
可
能
な
主
な
施
設

・
・
・
小

さ
な
拠

点
の

範
囲

小
さ
な
拠

点
(ｲ
ﾒ
ｰ
ｼ
ﾞ)
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経済産業省説明資料 

資料１－４ 



 



 

経済産業省 平成２８年度の予算要求状況について 

 

○地域・まちなか商業活性化支援事業 30.0 億円（29.0 億円） 

コンパクトシティ化に取り組む「まち（中心市街地）」、地域コミュニティ機能・

買物機能を維持・強化する「商店街」において、商業施設等の整備や空き店舗へ

の店舗誘致など、地域商業の活性化の取組に対する支援を行う。 

「地域コミュニティ、買物機能の維持・強化を図る全国モデル型」 

・地域コミュニティ機能、買物機能の維持・強化を図る全国モデル型の「商店街」

における、各種サービスの提供に向けた取組を支援 

「まちなか機能集約支援型」 

・コンパクトシティ化に取り組む「まち」における、周辺地域の経済活力を向上

させる波及効果の高い民間プロジェクト（商業施設等の整備）を支援 

 

○中小企業・小規模事業者人材対策事業 25.5 億円（14.5 億円） 

経営資源の乏しい中、中小企業・小規模事業者にとって人材確保・育成は極め

て難しい課題である。このため、地域事業者のニーズを把握した上で、地域事業

者が必要とする人材を地域内外から発掘し、紹介・定着までの一貫支援を実施す

る。また、中小サービス業・ものづくり現場・まちづくりの中核を担う人材の育

成や地域事業者の共同での人材育成や小規模事業者を支援する人材の育成を実施

する。  

「中小企業等支援人材育成事業(タウンマネージャー研修)」 

・空店舗対策・合意形成の手法等の専門知識の研修等を実施し、中心市街地の活

性化に向けたまちづくりの専門人材を育成する。 

 

○ふるさと名物応援事業 27.0 億円（16.1 億円） 

全国津々浦々の地域や中小企業・小規模事業者の活性化を図るため、各地域に

ある地域資源を活用した「ふるさと名物」などに対する支援を行う。具体的には、

中小企業・小規模事業者が地域資源活用や農商工連携による商品・サービスの開

発や販路開拓を行う取組を支援する。 



 

また、「中小企業地域資源活用促進法」の改正により、拡充した一般社団法人等

による「地域資源活用支援事業」を支援する。さらに、地域の関係者を巻き込み、

特色を活かした産品をブランド化し、売り出す「ふるさとプロデューサー」人材

を育成する。併せて、地域産品の強みを活かし、海外展開戦略の策定や海外販路

開拓に向けた海外展示会の出展等のプロジェクトの支援を行う。 

 



事業の内容 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 ・地域商店街活性化法の認定を受けた商店街振興組合等 
・上記以外の商店街組織 
（注）いずれも、まちづくり会社、NPO法人等との連携体を含む。 

補助（2/3以下） 

事業イメージ 

地域・まちなか商業活性化支援事業 
平成2８年度概算要求額  30.0億円（29.0億円） 

中小企業庁 商業課 
03-3501-1929 

事業目的・概要 
中長期的に、更なる人口減少、少子・高齢化の進展が叫ばれている中、
地域における中心市街地等のまちなか、商店街機能の活性化・維持を
図ることが、地域経済活性化のために不可欠です。 
 

本事業では、 
 （１）コンパクトシティ化に取り組む「まち」における、周辺地域の経済活

力を向上させる波及効果の高い民間プロジェクト（商業施設等の
整備） 

 （２）地域コミュニティ機能、買物機能の維持・強化を図る全国モデル
型の「商店街」における、各種サービスの提供に向けた取組 

  に対して支援を行います。 
 

成果目標 
平成26年度からの事業であり、平成28年度は、他の商店街等への波
及効果が認められた補助事業の割合50％の達成を目指します。 

商務流通保安グループ中心市街地活性化室 
03-3501-3754 

支援を行った取組については、周知を図り、他の地域への波及を目指
します。 

補助上限 5億円 

（１）まちなか機能集約支援型 

（１）まちなか機能集約支援型 

国 中心市街地活性化基本計画の認定を受けた民間事業者等 

（２）地域コミュニティ、買物機能の維持・強化型 

補助（2/3以下） 補助上限 5億円 

（２）地域コミュニティ、買物機能の維持・強化を図る全国モデル型 

高度な商機能の整備に向けた支援 

事例）農産物直売所やスーベニアショップ、スイーツカフェ等、住民
や観光客等のニーズに対応出来る複合集客施設と大型駐車場を
整備する事業 

⑤外国人対応 

①少子・高齢化 

③新陳代謝 ④構造改善 

・アンテナショップの設置 
・オリジナル商品の開発 等 

・Wi-Fiの設置、免税対応機器 
  等の導入 等 

・子育て支援、福祉施設の設置 
・買物弱者向けサービスの提供 等 

・インキュベーション施設の設置 
・空き店舗への店舗誘致 等 

・地方自治体等と連携した共通 
 ポイントカードシステムの導入 等 

⑥地域資源活用 

（例） 

（例） 

（例） 

（例） ②地域交流 
・まちなか交流スペースの設置 
・コミュニティカフェの設置 等 

（例） 

＜支援対象＞ 

（例） 



中小企業・小規模事業者人材対策事業 
平成2８年度概算要求額  25.5億円（14.5億円） 

中小企業庁 経営支援課                03-3501-1763 
商務情報政策局 サービス政策課                03-3580-3922 
経済産業政策局 産業人材政策室                03-3501-2259 
製造産業局 参事官室                  03-3501-1689 
中小企業庁 小規模企業振興課                03-3501-2036 
商務流通保安Ｇ 中心市街地活性化室        03-3501-3754 
中小企業庁 商業課                    03-3501-1929 

事業の内容 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 
民間企業等 補助（定額） 

事業イメージ 

経営資源の乏しい中小企業・小規模事業者にとって人材確保・育成は極めて難しい
課題です。 

 このため、地域事業者のニーズを把握した上で、地域事業者が必要とする人材を地
域内外から発掘し、紹介・定着までの一貫支援を実施します。 

 また、中小サービス業・ものづくり現場・まちづくりの中核を担う人材の育成や地域事業
者の共同での人材育成や小規模事業者を支援する人材の育成を実施します。 

１．平成27年度からの事業であり、年間15万人程度の多様な人材の参加により、地域
事業者の人材不足状況の可能な限りの低減を目指します。 

２．①及び②は平成26年度からの事業であり、①中小サービス業の経営人材等500人以
上の育成及び、②年間240人程度の参加を得て、人材育成のモデル創出、また、③は
平成27年度からの事業であり、年間140人以上の指導者を育成を目指します。 

３．平成26年度からの事業であり、全国約7700人の経営指導員等の資質向上を目指します。 
４．平成26年度からの事業であり、研修受講後に中心市街地や商店街の活性化に向け
た事業の企画に関わる人材を90人輩出することと、90件の実施を目差します。 

民間企業等 
委託 

国 民間団体等 
補助（定額） 

民間企業等 委託 １． 

２． 

１．中小企業・小規模事業者の人材確保支援 

３．小規模事業者支援人材育成事業（経営指導員研修） 

３． 委託 

補助（定額） 

民間企業等 

①中小サービス業中核人材の育成支援事業 
 サービス産業の次世代の経営人材等と、優れた取組を行う企業等をマッチング
し実地研修を組成することで、経営の成功の鍵を体得する機会を提供します。 

成果目標 

事業目的・概要 

地域中小企業人材バンク事業 
・地域の中小企業・小規模事業者のニーズを把握し、都市部の若手人材等や地
域内外の若者・女性・シニア等多様な人材から、地域事業者が必要とする人材を
発掘するとともに、地域事業者の魅力を発信し、マッチングを促進します。同時に、
採用後の新人向けセミナー等も行い、定着までを一貫して支援します。 

③カイゼン指導者育成事業・ものづくり中核人材育成事業 
 カイゼン指導者の育成及び現場派遣や、製造現場の中核人材の外部講習受
講の支援により、生産性向上や技能・技術の伝承を促進します。 

国 民間企業等 
委託 

民間団体等 補助（定額・2/3） 

②地域企業人材共同育成事業 
 「地域人材育成コンソーシアム」を組成し、複数の中小企業等での出向や共同
研修等の実証を行い、地域の企業における人材育成を促進します。 

・商工会・商工会議所の経営指導員等が行う、経営指導の能力向上に向けた
研修を全国各地で行います。 

補助（2/3） 
民間企業等 

２．中小企業・小規模事業者の人材育成支援 

民間団体等 

補助（2/3） 
民間企業等 スクール実施等 

民間企業等 

国 ４． 民間団体等 
委託 

４．中小企業等支援人材育成事業（タウンマネージャー研修） 

・民間団体等が、空店舗対策・合意形成の手法等の専門知識の研修等を実施
し、中心市街地の活性化に向けたまちづくりの専門人材を育成します。 



ふるさと名物応援事業 
平成2８年度概算要求額 27.0億円（16.1億円） 

事業の内容 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

事業イメージ 

成果目標 
平成28年から平成32年までの５年間の事業であり、開発し
た商品・サービスの市場取引達成率80％を目指します。 

中小企業庁 創業・新事業促進課 
03-3501-1767 
商務情報政策局 生活文化創造産業課 
03-3501-1750 
商務情報政策局 伝統的工芸品産業室 
03-3501-3544 
地域経済産業グループ 地域新産業戦略室 
03-3501-8794 

事業目的・概要 
全国津々浦々の地域や中小企業・小規模事業者の活性化
を図るため、各地域にある地域資源を活用した「ふるさと名物」
などに対する支援を行います。 

具体的には、中小企業・小規模事業者が地域資源活用や
農商工連携による商品・サービスの開発や販路開拓を行う取
組を支援します。 

 また、「中小企業地域資源活用促進法」の改正により、拡充
した一般社団法人等による「地域資源活用支援事業」を支
援します。 

 さらに、地域の関係者を巻き込み、特色を活かした産品をブラ
ンド化し、売り出す「ふるさとプロデューサー」人材を育成します。 

併せて、地域産品の強みを活かし、海外展開戦略の策定や
海外販路開拓に向けた海外展示会の出展等のプロジェクトを
支援します。 

「ふるさと名物」支援事業 
 中小企業・小規模事業者が、地域資源活用や農商工連携により行う商品・サービスの
開発や販路開拓の費用を補助します（補助上限500万円（グループの場合：2000
万円）、補助率2/3）。 

 一般社団法人等が中小企業の地域資源活用を支援するために行う消費者嗜好に関
する情報提供などの取組を支援します（補助上限1,000万円、補助率2/3）。 

 さらに、地域の関係者を巻き込み、地域資源を活かした魅力ある産品を「地域ブランド
化」して、域外に販路を広げる取組の中心的担い手となることができる「ふるさとプロ
デューサー」の人材育成を支援します（定額補助）。 

ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業 
 「ふるさと名物」などの地域産品が持つ素材や技術等の強みを活かした海外展開戦略の
策定を支援します（補助上限200万円、定額補助）。また、海外販路開拓に向けた
ブランド確立のため、新商品開発や海外展示会出展等のプロジェクトを支援します（補
助上限2,000万円、補助率2/3）。 

国 
中小企業・小規模事業者等 

補助（定額、2/3） 

中小企業・ 
小規模事業者 
民間団体等 

補助 
（定額、2/3） 

委託 

民間 
団体
等 

補助 
（定額） 

 海外現地のニーズ等に詳しい外部人材の活用によって、日本の特色を活かした商材の
海外展開に向けた市場調査、改良、PR・流通まで一貫したプロデュース活動や海外向
け販路開拓、外国人観光客による国内消費の喚起に向けた地域ネットワークが行う地
域資源等の磨き上げや海外向けPR活動を支援します（定額補助）。 

伝統的工芸品の産地ブランド化推進事業 

ＪＡＰＡＮブランド等プロデュース支援事業 

地域ストーリー制作支援事業 

 伝統的工芸品の産地への観光客誘致・海外販路開拓を後押しするため、伝統的工芸
品の産地に外部人材等を招聘する取組を支援します（定額補助）。 

 ホストシティ・タウン（HCT）構想に取り組む地域の経済活性化のため、関係者の連携
の下、様々な地域資源をストーリーに取りまとめ、またそれを発信することで、地域ブランド
構築を促進する取組を支援します（定額補助）。 



国土交通省説明資料 
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３．我が国の主権と領土・領海の堅守

(1) 戦略的海上保安体制の構築
（例 ・尖閣諸島周辺海域及び全国における隙のない海上保安体制の構築 等）

(2) アジア諸国の海上保安機関の能力向上支援
（例 ・アジア諸国との人的海上保安ネットワークの構築 等）

(3) 海洋調査の推進と海洋権益の確保のために必要な情報・環境整備
（例 ・海洋情報の管理と排他的経済水域等の保全の取組 等）

１．東日本大震災からの復興加速

① インフラ復旧工程表、住まいの復興工程表の着実な推進
② 被災市町村へのきめ細やかな支援 等

Ⅱ．国土交通政策の計画的推進

(1) 国土形成計画・社会資本整備重点計画・

交通政策基本計画等の着実な推進
（例 ・新たな国土形成計画等の推進

・社会資本整備重点計画の策定・着実な推進、
地方ブロックにおける社会資本整備重点計画
の策定・着実な推進

・交通政策基本計画の着実な推進
・住生活基本計画（全国計画）の見直し

・新たな北海道総合開発計画の策定 等）

(2) ストック効果の最大化を図る社会資本整備の
推進

（例 ・社会資本整備の生産性を高める
生産管理システムの強化

・官民の連携によるストック効果の最大化 等）

①既存施設の最大限の活用、ソフト施策の徹底

（賢く使う取組）
（例 ・羽田空港の飛行経路の見直し等による機能強化

・効率的な物流環境の整備
・既存ストックを活用した地域活性化
・河川、下水道のインフラ空間・資源の有効活用
・道路空間の多機能化・オープン化
・道路ネットワークを賢く使う
・既存施設を賢く使った総合的な水害対策
・空き家等の活用 等）

②ストック効果を重視し、真に必要な事業に
重点化

（例 ・道路におけるストック効果最大化（開通見通し等の
きめ細やかな公表など）

・ストック効果を重視した戦略的な港湾整備
・地域の拠点空港等の機能強化 等）

③地域ニーズを踏まえつつ、集約・再編
（例 ・住宅団地、都市公園、国公有財産の集約・再編

・人口減少に対応する効率的な下水道の管理運営
等）

４．豊かで利便性の高い地域社会の実現

(1) コンパクト・プラス・ネットワークの実現
（例 ・都市のコンパクト化と周辺等の交通ネットワーク形成

・地域におけるＰＲＥの活用推進
・ 「小さな拠点」の形成推進、過疎地物流の確保 等）

(2) 観光振興と地域ビジネス・雇用創出による個性ある地域の形成
（例 ・ 「道の駅」による拠点の形成、

高速道路の休憩施設を活用した更なる地域の活性化
・ 「グリーンインフラ」の取組推進による魅力ある地域の創出
・アイヌ文化復興等の促進のための民族共生の象徴となる空間の整備
・地域の拠点空港等の機能強化、訪日外国人旅行者等の空港受入体制

の充実・強化
・地域の既存空間・建築物の有効活用
・離島、奄美群島、小笠原諸島、半島等の条件不利地域の振興支援 等）

(3) 子育て・高齢化に対応した豊かな生活環境の創出
（例 ・首都圏をはじめとする地域の高齢者の希望に応じた安心な住まいの確保

・中古住宅・リフォーム市場活性化による住み替えの促進 等）

(4) 地域を支える産業の担い手の確保・育成等
（例 ・運輸業等における担い手確保・育成等、女性活躍促進

・建設業・造船業における担い手確保・育成等、女性活躍促進、
建設生産システムにおける生産性向上 等）

国土交通省重点政策２０１５

５．観光立国の推進
（「観光立国実現に向けたアクション・プログラム2015」の推進）

(1) インバウンド新時代に向けた戦略的取組
(2) 観光旅行消費の一層の拡大、幅広い産業の観光関連産業

としての取り込み、観光産業の強化
(3) 地方創生に資する観光地域づくり、国内観光の振興
(4) 先手を打っての「攻め」の受入環境整備
(5) 外国人ビジネス客等の積極的な取り込み、質の高い観光交流
(6) 「リオデジャネイロ大会後」、「2020年オリンピック・パラリンピック」

及び「その後」を見据えた観光振興の加速

７．2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会への対応

(1) 円滑な大会運営と将来を見据えた東京の交通・まちづくりの取組
(2) 大会を契機とした地域の魅力向上
(3) 大会を見据えた観光振興
（例 ・地域における観光立国ショーケース

・東京ユニバーサルデザイン・ショーケース
・成田空港・羽田空港ショーケース
・オリンピック・パラリンピックに向けた水害対策・施設耐震化等防災機能強化
・路面温度上昇抑制対策の推進
・2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした

図柄入りナンバープレートの交付 等）

(1)防災・減災対策
（例 ・南海トラフ・首都直下地震対策等の推進

・情報ソフトインフラの充実と被害想定の作成・共有等による減災対策の強化
・国土交通省の火山災害対策
・防災気象情報等の高度化 等）

(2)老朽化対策
（例 ・戦略的な維持管理・更新の推進

・市町村の持続的なメンテナンス体制構築への支援、
メンテナンス産業の育成・活性化・地域産業化に向けた検討 等）

(3)公共交通及び日常生活における安全・安心の確保
（例 ・航空分野における安全・安心の確保

・歩行者の命を守る緊急戦略、安全で快適な自転車利用環境の創出、
効果的な踏切対策の推進 等）

２．国民の安全・安心の確保

(1) 国際競争力強化のための基盤・環境整備
（例 ・大都市等における都市再生の一層の推進

・首都圏の高速道路における新たな料金体系の導入
・新幹線ネットワークの着実な整備
・国際コンテナ戦略港湾政策、船舶交通の安全・安心の確保
・国際拠点空港の機能強化
・物流の高度化・効率化の促進、

国内外一体となったシームレスな物流の推進 等）

(2) 民間投資の促進
（例 ・空港、下水道におけるコンセッション方式の活用の推進

・高速道路におけるPPPの活用
・先進課題に対応した官民連携まちづくりの推進、

地域プラットフォームの形成
・不動産投資市場の将来戦略の策定・実施 等）

(3) インフラシステムの海外展開
（例 ・「質の高いインフラ投資」の推進 ・地球儀を俯瞰した日系企業展開支援

・Ｇ７交通大臣会合の日本開催 等）

(4) IT等の活用によるイノベーション
①現場状況の的確な把握・分析によるスマートで効率的な社会の実現
②状況変化にリアルタイムで対応し、発信・共有による安全・安心で便利な社会づくり
③労働力不足への対応等産業の生産性向上等

(5) 海洋開発人材育成等を通じた海洋産業の振興等
（例 ・海洋産業の戦略的振興、エネルギー輸送ルートの多様化 等）

(6) 環境・エネルギー対策の推進
（例 ・地球温暖化「緩和策」の推進 ・地球温暖化「適応策」の推進 等）

６．国際競争力の強化と世界の経済成長の取り込み

Ⅰ．我が国が直面する課題への対応

今
後
の
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都市のコンパクト化と周辺等の交通ネットワーク形成

「コンパクトシティ形成支援チーム」による市町村の取組への支援

立地適正化計画

◆区域内における居住環境の向上
◎区域外の公営住宅を除却し、区域内で建て替える際の除却費の補助

◆区域外の居住の緩やかなコントロール

◆都市機能（医療・福祉・商業等）の立地促進
◎誘導施設への税財政・金融上の支援
➢ 都市機能立地支援事業
公的不動産の有効活用等により、生活に必要な都市機能の整備を実施する
民間事業者に対し、市町村による支援に加え国から直接支援

➢ 都市再構築戦略事業等（社会資本整備総合交付金）
生活に必要な都市機能の整備を含むまちづくりを推進する市町村に対し、
交付率を嵩上げして支援 等

➢ 外から内（まちなか）へ移転に係る買換特例（税制）
➢ 民都機構による出資等の対象化

◎福祉・医療施設等の建替等のための容積率の緩和

◆区域外の都市機能立地の緩やかなコントロール
◎誘導したい機能の区域外での立地に対し、届出、市町村による働きかけ

○コンパクトシティの推進に当たっては、都市全体の観点から、地域包括
ケアシステムの構築や公共施設の再編、中心市街地活性化等の関係
施策との整合性や相乗効果を考慮しつつ、総合的に検討する必要。

○関係省庁による「コンパクトシティ形成支援チーム」及び施策テーマごと
のワーキンググループの枠組を活用し、関係施策が連携した支援策の
充実、市町村内の部局間連携強化のための環境整備、モデルとなる好
事例の形成・横展開等により、市町村の取組を強力に支援。

地域公共交通網形成計画等

○地方公共団体が中心となり策定 ○まちづくりとの連携
○地域全体を見渡した面的な公共交通ネットワークの再構築

地域公共交通網形成計画

○地方公共団体が事業者等の同意の下作成

地域公共交通再編実施計画

○地方公共団体への計画作成支援
・ワンストップ相談窓口の設置・計画作成の手引き、研修の充実

○地域公共交通確保維持改善事業
・路線バス、離島航路などの生活交通の確保維持の支援
・ＬＲＴ・ＢＲＴの整備、交通系ＩＣカードの導入・活用などの利用環境改善
の支援

・バス路線の再編など持続可能な地域公共交通ネットワークの構築に
向けた取組支援 等

○鉄道・運輸機構の出資等
・地域公共交通ネットワークの再構築を担う新設事業運営会社に対し、
鉄道・運輸機構が出資等を行う

（地域公共交通活性化再生法・鉄運機構法の一部改正法が平成２７年８月２６日施行）

地域公共交通網再構築への支援

柔軟な市街地整備の推進

◆都市機能の誘導のための、地域の
実情に応じた柔軟な市街地整備の
推進を図るため、支援を充実

○誘導施設の導入を伴う小規模な市街地
再開発事業の推進
○都市機能の更新を図る土地区画整理
事業の推進 等

○都市のコンパクト化と公共交通網の再構築をはじめとする周辺等の交通ネットワークの形成に向けた市町村の取組が一層
円滑に進められるよう、コンパクトシティ形成支援チーム及び施策テーマごとのワーキンググループの枠組を活用し、関係施
策が連携した支援策の充実、市町村内の部局間連携強化のための環境整備、モデルとなる好事例の形成・横展開等により、
市町村による立地適正化計画及び地域公共交通網形成計画の策定を強力に支援。
○今年度新たに創設された出資制度等を活用しながら、地域公共交通活性化再生法に基づく、地域の公共交通ネットワークの
再構築に向けた取組を支援。

骨太方針2015 2．1．(1)
日本再興戦略改訂2015 2．1．5-1(2)
まち・ひと・しごと総合戦略((4)-(ア)-①
まち・ひと・しごと創生基本方針2015 4．(1)③

生活サービスを誘導するエリアと
当該エリアに誘導する施設を設定都市機能誘導区域

居住誘導区域 居住を誘導し人口密度を維持するエリアを設定

◎一定規模以上の区域外での住宅開発に対し、届出、市町村による働きかけ

概算要求

社会資本整備総合交付金の内数、
地域公共交通確保維持改善事業費補助金 等
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「小さな拠点」の形成推進、過疎地物流の確保

中山間地域等において、基幹集落に生活機能等を集めた「小さな拠点」
を核に、道の駅等も活用し、周辺集落とのネットワークを確保した集落生
活圏の形成を推進する。

骨太方針2015 2．3[2]

まち・ひと・しごと創生総合戦略 2．（4）（ア）
国土のグランドデザイン2050 4．（1）

概算要求

拡充 3.2億円

○地域の見守りや地域の担い手となる人材確保、都市農村交流などの農山漁村の活性化等について、関係省庁（総務省、農林水
産省等）と連携して総合的な取り組みを推進

集落 集落

集落

集落

旧役場庁舎

スーパー跡地

診療所

郵便・ATM
旧小学校

ガソリン
スタンド

道の駅

「小さな拠点」づくり ネットワークの形成

○廃校舎等の既存公共施設を活用

して行う施設の集約・再編、機能

再生等

（「小さな拠点」を核とした「ふるさと

集落生活圏」形成推進事業）

(プランづくり）
地域の点検、集落間の機能分担、「小さな拠点」づくり計画、公共施設

の再編・整備計画の策定、外部専門家活用による初期活動段階支援等

（社会実験）
コミュニティ内の移動の確保や集落コンビニの運営等について、社会実
験を通じて行う検証等

（「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業）

○コミュニティバス、デマンドタク

シー、自家用有償旅客運送による

コミュニティ内の移動の維持・確保

○事業者とＮＰＯ等の協働による宅配
サービスの維持・改善や買い物難民
支援等にも役立つ新たな輸送システ
ムの構築

○ソーシャルビジネスをはじめ、地域
ビジネスの担い手を支援する中間支
援組織の育成等

（新たな公による地域ビジネス創造支
援体制の構築）

具

体

化

具
体
化

構想策定・合意形成

地域の担い手づくり

例：小さな拠点づくりに併せてコミュ
ニティバス・デマンドタクシーな
どにより交通手段を確保

例：周辺集落や市街地とつながる
生活交通の拠点づくり

例：旧役場庁舎を保育所、デイ
サービスセンター、体験宿
泊施設などに活用

例：スーパー撤退後の施設を集
落コンビニ、農産物出荷拠
点などに活用

例：廃校舎を公民館、図書館など
に活用

ふるさと集落生活圏

小さな拠点

例：事業者とＮＰＯ等の協働による
新たな輸送システムの構築

連携 連携
※既存住宅ストックの有効活用の取組みとも連携

○「道の駅」を地域活性化の拠点と

する取り組みを支援

（重点「道の駅」制度）

町役場出張所診療所

集会所
兼避難所農産品等販売所

例：道の駅に特産品直売所、コミュニティス
ペース、役場機能、診療所などを併設

過疎地物流の確保
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「道の駅」による拠点の形成、
高速道路の休憩施設を活用した更なる地域の活性化

○地域福祉の向上（診療所、保育所、役場機能等の集約や、地域の公共交通の結節点整備等）、移住の促進、地域の産業や観
光の振興等を図るため、地方創生に資する小さな拠点の形成を目指した「道の駅」の取組を支援する。

○従来、高速道路利用者だけの使用を前提とした「高速道路の休憩施設」は、近年、ウェルカムゲート※１やハイウェイオアシス※２

等により、沿道地域からの利用も可能に
（全国で 862箇所のＳＡ・ＰＡのうち、ウェルカムゲート 214箇所、ハイウェイオアシス 23箇所）
観光振興や地域活性化の核となる地域に開かれた、先駆的な取組をモデル箇所として選定し、関係機関が連携して総合的に
支援※３

小さな拠点を形成する「道の駅」のイメージ

【住民サービスの集約、充実】
・診療所 ・保健福祉センター
・行政窓口 ・ＡＴＭ
・高齢者への宅配機能

【地域内外を結ぶ公共交通の結節点】
・コミュニティバス
・デマンドバス

【地域内外との交流拠点】
・特産品直売所
・観光案内所

診療所 行政窓口

宅配機能・バスの結節点

② インバウンド観光の促進

① 地域の観光総合窓口機能

③ 地方移住等の促進

地域外から活力を呼ぶ

ゲートウェイ型

外国人案内所、免税店、無料公衆無線LAN、

地域全体の観光案内、宿泊予約窓口 等

地方移住のワンストップ窓口

ふるさと納税の情報提供 等

海外対応ATM 等

④ 地域の産業振興

⑤ 地域福祉の向上

⑥ 高度な防災機能

地域の元気を創る

地域センター型

地方特産品のブランド化、６次産業化 等

診療所、役場機能、高齢者住宅 等

広域支援の後方支援拠点、防災教育 等

「道の駅」が

活力を呼び、雇用を創出、

地域の好循環へ

トイレ

加工所観光案内所

行政
窓口
・
ＡＴＭ

診療所

保険福祉センター

コミュニティバス
発着場駐車場

特産品直売所

道の駅

利用者
高齢者・１人暮らし者宅

《安否確認サービス》
　・安否確認
　・御用聞き

《買い物・宅配サービス》
　・買い物送迎
　・注文宅配

役　場

　道の駅　「田切の里」

診療所

利　用　者
高齢者・1人暮らし者宅

循環バス

循環バス

《交流・ふれあいの場》　・ﾉﾙﾃﾞｨｯｸｳｫｰｷﾝｸﾞｺｰｽ整備（交流・健康増進）
　　　　　　　　　　　　　        ・観光農園、農業学校（交流・雇用創出）

循環バス

循環バス

地域
高
速
道
路

駐
車
場

物
販
施
設

＜従来＞

＜観光振興や地域活性化の核としての取組＞

地域
高
速
道
路

駐
車
場

物
販
施
設

※１ ウェルカムゲート ：人が高速道路外から高速道路の休憩施設に自由に行き来可能
※２ ハイウェイオアシス：高速道路から出ることなく一般道路側の施設を利用可能
※３ 既に取組が行われている箇所での機能強化も対象

概算要求

道路事業費の内数、社会資本整備総合交付金の内数、防災・安全交付金の内数

・出入り口を設ける
・地域物産の販売 4-4



広域観光周遊ルート形成促進事業

観光地②観光地①

空港

観光地③

地方空港への
LCCの誘致

文化施設における
案内看板の設置

複数の都道府県を跨って、テーマ性・ストーリー性を持った一連の魅力ある観光地を、交通アクセスも含めてネットワーク化して、
外国人旅行者の滞在日数（平均６日～７日）に見合った、訪日を強く動機づける「広域観光周遊ルート」（骨太な「観光動線」）の形
成を促進し、海外へ積極的に発信する。

広域観光周遊ルート形成促進事業
（広域の協議会による取り組み）

国の支援

○広域観光周遊ルート形成計画の策定
○数値目標の設定とＰＤＣＡサイクルの整備
○外国人受入環境の整備
○広域周遊のための交通アクセスの円滑化
○地域の観光資源を活かした滞在コンテンツの充実
○広域の関係者の官民連携による体制づくり
○ゲートウェイとなる地方の空港・港湾へのＬＣＣ、

クルーズ船の誘致 等

○計画策定に係る費用
○マーケティング費用
○広域での外国人受入環境の整備
○広域周遊のための交通アクセスの円滑化
○海外への情報発信
○ＬＣＣ、クルーズ船の誘致に関する経費、

空港・港湾の受入環境整備（カウンター整備等）※               等
※実施主体が広域観光周遊ルートの形成と合わせて実施するものに限る。

Ｘ県Ａ市 Ｙ県Ｂ市ゲートウェイの
おもてなし強化

○○伝統文化の体験

空港

道の駅における
無料公衆無線LAN環境整備

【イメージ図】

テーマ性・ストーリー性 日本固有の○○文化と○○自然を巡る○○ルート

バス停における
情報提供の多言語化

滞在プログラムの
開発・提供

○○自然環境の体験

観光地④
観光地における
トイレの補修

Ｚ県Ｃ町

多言語パンフレットの作成

港湾

免税店の整備クルーズ船
の誘致

○ルートに係る旅行商品造成のための調査

地方空港への
LCCの誘致

Ｈ２８要求額 ：550百万円



空き家再生等推進事業 【除却事業タイプ】 （社会資本整備総合交付金等の基幹事業）

居住環境の整備改善を図るため、不良住宅、空き家住宅又は空き建築物の除却を行う。

事業主体 地方公共団体 民間（例）※6

負担割合

（除却等に要
する費用は

が

交付対象限
度額）

地方公共団体

国費 2/5

2/5

1/5

不良住宅、空き家住宅又は空き建築物の除却等に要する費用

（「除却工事費」＋「除却により通常生ずる損失の補償費」）※5×8/10

※5 除却工事費については、除却工事費の１㎡当たりの額（一定の単価の上限あり）に、
不良住宅又は空き家住宅の延べ面積を乗じて得た額を限度とする。

（注）空き家住宅及び空き建築物に係るものについては、空家等対策計画に基づいて行
われる場合に限る。ただし、平成27年度から３年間の経過措置期間を設ける。

対象地域

助成対象費用

空き家住宅等の集積が居住環境を阻害し、又は地域活性化を阻害しているため、空き家住宅等の計画的な除却を推進すべき区域として
地域住宅計画※２又は都市再生整備計画※３に定められた区域

居住誘導区域※４を定めた場合はその区域外で空き家住宅等の集積が居住環境を阻害し、又は地域活性化を阻害している区域

不良住宅
・住宅地区改良法第2条第4項に規定するもの

（空き家かどうかにかかわらず対象）

空き家住宅

・跡地が地域活性化のために供されるもの

空き建築物

・跡地が地域活性化のために供されるもの

※6 国費は、地方公共団体補助の1/2

民間

地方公共団体

国費 2/5

2/5

1/5地方公共団体

【福井県越前町】 老朽化した空き家住宅を除却し、ポケットパークとして活用

対象施設
※１ 空家等対策の推進に関する特別措置法に規定する空家等対策計画
※２ 地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法に規定する地域住宅計画
※３ 都市再生特別措置法に規定する都市再生整備計画
※４ 都市再生特別措置法に規定する居住誘導区域

空家等対策計画※１に定められた空家等に関する対策の対象地区

空家等対策計画の策定等に必要な空き家住宅等の実態把握に要する費用

不良住宅、空き家住宅又は空き建築物の所有者の特定に要する費用

所有者の特定のための交通費、証明書発行閲覧費、通信費、委託費等

社会資本整備総合交付金
10,574億円（H28年度概算要

求）の内数
防災・安全交付金

12,852億円（ H28年度概算要
求）の内数



空き家再生等推進事業 【活用事業タイプ】 （社会資本整備総合交付金等の基幹事業）

居住環境の整備改善を図るため、空き家住宅又は空き建築物の活用を行う。

事業主体 地方公共団体 民間（例）※5※6

負担割合

（ が

交付対象
限度額） 地方公共団体

国費 1/2

1/2
民間

地方公共団体

国費 1/3

1/3

1/3
空家等対策計画の策定等に必要な空き家住宅等の実態把握に要する費用

対象地域

空き家住宅等の集積が居住環境を阻害し、又は地域活性化を阻害している一因となっている産炭等地域又は過疎地域

本事業を実施しようとする際に使用されておらず、かつ、
今後も従来の用途に供される見込みのない空き家住宅又
は空き建築物

※ 民間企業等又は個人に補助する場合は、地域コミュニティ維持・再生の用
途に10年以上活用されるものに限る

※5 要する費用に2/3を乗じた額と地方公共団体が交付する補助金の額のうちいずれか少ない額
※6 国費は、地方公共団体補助の1/2

【広島県庄原市】

長屋住宅を交流・展示施設として活用

【奈良県五條市】
町家を滞在体験施設として活用

空き家住宅及び空き建築物を、居住環境の整備改善及
び地域の活性化に資する滞在体験施設、交流施設、体
験学習施設、創作活動施設、文化施設等の用途に供す
るため、当該住宅等の取得（用地費を除く。）、移転、増築、
改築等を行う

助成対象費用

対象施設

事業内容

空き家住宅等の集積が居住環境を阻害し、又は地域活性化を阻害しているため、空き家住宅等の計画的な活用を推進すべき区域として
地域住宅計画※２又は都市再生整備計画※３に定められた区域（居住誘導区域※４を定めた場合はその区域内に限る。）

※１ 空家等対策の推進に関する特別措置法に規定する空家等対策計画
※２ 地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法に規定する地域住宅計画
※３ 都市再生特別措置法に規定する都市再生整備計画
※４ 都市再生特別措置法に規定する居住誘導区域

空家等対策計画※１に定められた空家等に関する対策の対象地区

空き家住宅・空き建築物の改修等に要する費用

空き家住宅・空き建築物の所有者の特定に要する費用

空き家住宅等を滞在体験施設、交流施設、体験学習施設、創作活動施設、文
化施設等の用に供するため行う住宅等の取得（用地費を除く。）、移転、増築、
改築等

所有者の特定のための交通費、証明書発行閲覧費、通信費、委託費等

社会資本整備総合交付金
10,574億円（H28年度概算要

求）の内数
防災・安全交付金

12,852億円（ H28年度概算要
求）の内数



全国から55地域が集結！来場者1,268名！ 
主 催 ：「全国ロケ地＆ご当地グルメ」推進協議会 

  後   援  ：観光庁、総務省、復興庁、国土交通省、経済産業省、農林水産省 
    文化庁、松竹㈱、 ㈱TMオフィス、ロケーションジャパン編集部 

  協    力  ：ロケツーリズム連絡会、跡見学園女子大学、㈱ローソン、LJマルシェ 
  企   画  ：NPOふるさと活性隊、㈱地域活性プランニング 
運営事務局：都市センターホテル 
実行委員長：藤崎慎一（㈱地域活性プランニング） 

2015年8月7日（金） 

1

CS131185
テキストボックス
資料２



全国から５５団体が集結！ 
14地域からご当地キャラも応援に！ 

全国47都道府県の 
ロケ地紹介！ 「男はつらいよ」全48作品パネル展 

「作品の舞台」とグルメで競演！ 

全国30蔵の日本酒 買ってお得！買ってふるさと応援！ 

「行きたくなったふるさと」投票箱 141人の女子大学生ボランティア 

2



【企画】NPOふるさと活性隊メンバー 

安倍総理からも応援コメント！ 実行委員長 藤崎慎一 

決起人・審査委員長  

内閣総理大臣補佐官 
木村太郎 

地域代表による掛け声で開会 
3



来場者が“行きたいふるさとNo.1”を決定！ 

グランプリ：兵庫県淡路島   

十日町ロケ応援団 

＜世界に誇る逸品大賞＞ 
 ＜世界に誇るロケ地大賞＞ 

舞台となった映画でも描かれた 
特産の玉ねぎを中心にアピール 

十日町の棚田 

茨城県 越後サラダうどん（新潟県十日町市） 
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ガマゴリ・ら 

 第４位 ：愛知県蒲郡市   

準グランプリ：静岡県河津町 

河津わさびで泣かせ隊 

会場で食べられるグルメと 
お土産品もあわせて販売 

第３位 ：青森県  

ブタロケ隊 

第５位 ： 神奈川県綾瀬市 

表彰式を待つ報道陣 
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安倍内閣総理大臣夫人 
安倍 昭恵 
 

○決起人 兼 審査委員長○ 
内閣総理大臣補佐官 
木村 太郎 

■ご協力いただいた決起人の皆様 

○実行委員長○ 
㈱地域活性プランニング 
代表取締役 
藤崎 慎一 

『あまちゃん』人気で観光客が２３倍に！ 
ロケ地で楽しく、グルメでおいしく、 
ふるさとを応援しましょう！ 

ふるさとを愛し、誇りを取り戻す。 
そんなふるさとづくりを推進しています。 
決起人を代表して、私も「全国ふるさと甲
子園」を応援します！ 

私の大好きな山口県。育ったところだけが
ふるさとではありません。誇りを持つこと
ができ、心が温まる場所を「ふるさと」と
いうのではないでしょうか。 
そんなふるさとを愛する想い、恵み、魅力
が発信されることを応援します！ 

 

㈱東急百貨店 
代表取締役社長執行役員 
二橋 千裕 

私は、これからもふるさと浜松の魅力を広
く発信していくとともに、決起人の1人と
して、「全国ふるさと甲子園」を応援しま
す。 
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総勢６5名 
松竹㈱ 代表取締役社長 迫本 淳一 
松竹㈱ 取締役副社長 細田 光人 
㈱ホリプロ 代表取締役社長ＣＥＯ 堀 義貴 
映画監督 大友 啓史 
映画監督 山崎 貴 
映画監督 本広 克行 
映画監督 篠原 哲雄 
㈱三越伊勢丹ホールディングス 代表取締役 社長執行役員 大西 洋 
㈱東急百貨店 代表取締役社長執行役員 二橋 千裕 
㈱阪急阪神百貨店 取締役社長 荒木 直也 
㈱ローソン 代表取締役社長 玉塚 元一 
タレント／元Wba世界ミドル級チャンピオン 竹原 慎二 
タレント／俳優、グルメ・旅番組リポーター 阿藤 快 
タレント／ＡＫＢ４８ 総監督 高橋 みなみ 
タレント／お笑い芸人 なすなかにし 
テレビ東京 制作局／番組プロデューサー 林 祐輔 
相模鉄道㈱ 代表取締役社長 小澤 重男 
伊豆急行㈱ 専務取締役 伊藤 篤志 
㈱料理通信社 代表取締役社長 坂西 理絵 
スターツ出版㈱ 代表取締役社長 菊地 修一 
㈱ぱど 代表取締役社長 渡瀬 ひろみ 
㈱ぱど ラーラぱど編集部 編集長 幸脇 麻由子 
楽天㈱ 執行役員 河野 奈保 
㈱東京ロイヤルホテル 都市センターホテル 代表取締役社長 西村 孔邦 
㈱ジェイティービー 観光立国推進担当マネージャー 山下 真輝 
全国畳産業振興会 会長 神邉 鑅一 
Lighthouse  Takuyo Corp. CEO 込山 洋一 
㈱ エー ・ピーカンパニー フードプロデューサー 榑谷 孝子 
社団法人 ジャパン・オンパク 代表理事 鶴田 浩一郎 
経世論研究所 代表取締役 三橋 貴明 
秋田内陸縦貫鉄道㈱ レストランこぐま亭シェフ 麻木 昭仁 
㈱トーイズ 代表取締役 北原 照久 
グリクリエイツ㈱ 代表取締役 石井 かほり 
秋田内陸線夢列車プロジェクト実行委員会事務局 大穂 耕一郎 
毎日映画社 相談役 長谷川 篤 
㈱ボアメーザ 代表取締役社長 若林 三弥子 
新日本海新聞社 常勤顧問／吉本興業「ふるさとアスリート」 畑山 博史 
名古屋外国語大学 准教授 横山 陽二 
同志社大学大学院ビジネス研究科 准教授 アダム ジョンズ 
㈱ＮＴＴぷらら 代表取締役社長 板東 浩二 
地球の歩き方編集部（㈱ダイヤモンド・ビッグ社） 編集長 小坂 伸一 
俳優／キャスター／やおよろずの森代表 葛城 奈海 
株式会社プロレスリング・ノア 代表取締役副社長 丸藤 正道 
伊豆今井浜東急ホテル 総支配人 山﨑 宗紀 
石川県羽咋市 文化財室 室長 高野 誠鮮 
ロケーションジャパン編集部 編集長 山田 実希 
麺劇場 玄瑛／GENEI.WAGAN 代表 入江 瑛起 
ロイヤルホールディングス株式会社 代表取締役社長 菊地 唯夫 
株式会社ポジティブドリームパーソンズ 総括ゼネラルマネージャー 高津 守 
志縁塾 代表取締役 大谷 由里子 

株式会社ルースプロモーション 取締役 高柳 亮博 

株式会社アライバルクオリティー プロデューサー 金岡 裕樹 

株式会社共同テレビジョン 第３制作部副部長 吉見 健士 
ふるさとづくり有識者会議 委員 

明治大学教授 小田切 徳美 
㈱地域活性プランニング 代表取締役 藤崎 慎一 
㈱ＴＭオフィス 代表取締役 殿村 美樹 
㈲エムキューブインターナショナル ﾏﾘ・ｸﾘｽﾃｨｰﾇ 
全国生活研究グループ連絡協議会 会長 原 範子 
マネジメントオフィスHARADA 原田 弘子 
㈱百五銀行営業渉外部 顧問 岸川 政之 
秋田大学地域創生センター 濱田 純 
虎ノ門国際法律事務所／代表弁護士 後藤 孝典 

7



多くのメディアに取り上げられ、90媒体を超えました！ 

                                  
■毎日新聞    ■日本テレビ   ■Yahoo!ニュース 
■朝日新聞    ■テレビ東京   ■タウン情報誌ラーラぱど 
■各地方新聞紙                        など多数！ 

朝日新聞 

毎日新聞 

メディア露出状況 
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テレビ東京『WBS』 

会場の様子・結果が、当日放送されました 
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BS-11 BizBuz 『ONZE』： 8月11日（6分24秒） 

特集番組も！ 
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毎日新聞 8月8日  

12



神戸新聞8月7日 

奥東日報8月8日 
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中日新聞 8月8日  

朝日新聞 8月12日  

大阪日日新聞 8月14日 
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静岡新聞 8月8日  

陸奥新報8月8日  

デーリー東北8月8日 

全国紙はじめ、全国の地方紙でも取り上げられました 
15



①来場者アンケート結果 

大満足 

46% 
満足 

46% 

普通 

＋その他 

8% 

【ふるさと甲子園はいかがでしたか？】 

満足度92％ 
大満足   99人 

満足    101人 

ふつう   18人 

「スタッフが元気で良かった」 
「一生懸命さが伝わった」 
「美味しい、楽しい、お腹いっぱいになった」 の声が多数。 
「知らないふるさとの情報を知ることが出来て良かった」 

グルメ（物販・お土産品・試食）144人 
ロケ地情報（ロケ地MAP）     31人 
ゆるキャラ（くまモン人気）   26人 
日本酒             22人 
その他             33人 

※複数回答可 

■ブースに対するコメント 
「各ブースのPRが良かった」「活気があってよかった」 
「地域の人と話せて楽しかった」 
■グルメに対するコメント 
「色々なお土産が買えて良かった」「試食が良かった」「おいしかった」の声が目立つ。 
■コメント欄に上がったグルメ 
・わさび丼、・ガマゴリうどん、・三島コロッケ、餃子  など 
■その他 

 「日本酒が専門的で良かった」 
「1,000円の追加チケットがあって良かった」 

グルメ（物販・お土産品・試食）56% 
ロケ地情報（ロケ地MAP）12％ 

グルメ 

56% 

ロケ地情報 

12% 

ゆるキャラ 

10% 

日本酒 

8% 

パネル展 

1% 

その他 

13% 

【一番良かった点は？】 
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必ず参加し

たい 

40% 参加したい 

54% 

その他 

6% 

【次回も参加したいですか？】 

「このようなイベントがどんどん増えるといい」 
「来年も楽しみにしています、頑張ってください」 
「活気があってよかった」 
「地方の元気な姿をまた見たいです」 
「また来年も是非やってほしい」 
「地方のいろんな食べ物が食べれてよかった」 
「もっと広いところで開催して欲しい」 
「ブースを増やしてほしい」 
「二日間あると嬉しい」 
「もっと長時間開催して欲しい」 
「お土産コーナーがよかった」 
「持ち帰りを増やしてほしい」 

■アンケート概要 

実施場所：1階投票箱前、有効アンケート数：215名（男性107名・女性108名） 

 

 

 

 

 

 

 

また参加したい94％ 
必ず参加したい  87人 

参加したい    116人 

その時考える   13人 

未回答        2人 
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とても良かった 

21% 

良かった 

61% 

ふつう 

18% 

【参加していかがでしたか？】 

満足度82％ 

「ロケ地（観光地）と当地のグルメを効果的に発信することができる
点ですばらしい機会をいただけと思います。」 
「全国各地のブースを見ることが出来たため、参考になった。」 
「全国の自治体と情報交換を行うことができた。」 
「メディア関係の取材が多くPＲになり今後にも活かせる」 
「学生が積極的に協力してくれて、大変うれしかった。」 

必ず参加した

い 

18% 

参加したい 

71% 

分からない 

11% 

【次回も参加したいですか？】 

また参加したい89％ 

「二日間ぐらい開催してほしい。」 
「もっと広いスペースで実施してほしい。」 

対象者／「ふるさと甲子園」出店団体 

回答数／28団体 

②地域出店者アンケート結果 
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No 媒体 掲載日 媒体名 
1 WEB 7/1 Yahoo! ニュース(ロケーションジャパン) 
2 WEB 7/1 Yahoo! ニュース（BizBuz） 
3 紙面 7/1 毎日新聞 
4 WEB 7/1 毎日新聞デジタル（BizBuz）  
5 WEB 7/1 yahoo! ネタりか（BizBuz） 
6 WEB 7/1 るるぶ.com 
7 WEB 7/1 シネマズby松竹 
8 WEB 7/2 マイナビ学生の窓口 
9 WEB 7/2 excite. ニュース（マイナビスチューデント） 

10 WEB 7/2 Mapionニュース（マイナビスチューデント） 
11 WEB 7/3 Walker PLUS 
12 WEB 7/3 朝日新聞デジタル 
13 WEB 7/3 Yahoo! ロコ 
14 WEB 7/3 ゆこゆこ 
15 WEB 7/3 ZAQおでかけガイド 
16 WEB 7/3 すぽっとサーチ 
17 WEB 7/4 おでかけガイド 
18 紙面 7/7 福井新聞 
19 WEB 7/8 アパホテルズ（APAホテルズ）＆リゾーツ 
20 WEB 7/8 Pouch 
21 WEB 7/8 auニュース（Pouch） 
22 WEB 7/8 exciteニュース（Pouch） 
23 WEB 7/8 グノシー（Pouch） 
24 紙面 7/8 千葉日報 
25 WEB 7/8 ツイナビ（Pouch） 
26 WEB 7/8 L'ala Pado東京EAST7月号 
27 WEB 7/8 日本のニュース(Pouch) 
28 WEB 7/9 Travel vision 
29 WEB 7/10 Let's ENJOY TOKYO 
30 紙面 7/10 朝日新聞 
31 WEB 7/10 朝日新聞DIGITAL 
32 紙面 7/11 中日新聞 
33 WEB 7/13 BIGLOBE旅行 
34 WEB 7/13 muchcolor(毎日新聞） 
35 WEB 7/15 ORICON STYLE 
36 WEB 7/15 47NEWS(ORICON STYLE) 
37 WEB 7/15 南日本新聞373news.com(ORICON STYLE) 
38 WEB 7/15 紀伊民報(ORICON STYLE) 
39 WEB 7/15 福井新聞(ORICON STYLE) 
40 WEB 7/15 沖縄タイムス(ORICON STYLE) 
41 WEB 7/15 ドコモｄメニューニュース(ORICON STYLE) 
42 WEB 7/15 日本のニュース(ORICON STYLE) 
43 WEB 7/15 上毛新聞ニュース(ORICON STYLE) 
44 WEB 7/15 Yahoo!ニュース(ORICON STYLE) 
45 WEB 7/15 GREE(ORICON STYLE) 
46 WEB 7/15 テレビ東京「エンタメニュース」(ORICON STYLE) 
47 WEB 7/15 OCS Ranking 
48 紙面 7/18 TOKYO WALKER 8月号 
49 WEB 7/20 教育家庭新聞 
50 WEB 7/21 交通新聞 

■メディア露出一覧 
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No 媒体 掲載日 媒体名 
51 紙面 7/23 毎日新聞 
52 WEB 7/23 デート通 
53 WEB 7/23 L'ala Pado EVENTコンシェル 
54 紙面 7/25 中日新聞（夕刊） 
55 紙面 7/29 毎日新聞 
56 紙面 7/29 常陽新聞 
57 紙面 7/29 下野新聞 
58 WEB 7/29 じゃらんnet 
59 ラジオ 7/30 ラジオ大阪「News Tonight いいおとな」 
60 紙面 7/31 聖教新聞 
61 紙面 8/1 朝日新聞（夕刊） 
62 紙面 8/2 産経新聞 
63 WEB 8/3 朝日新聞DIGITAL 
64 紙面 8/5 徳島新聞 
65 テレビ 8/7 南日本放送 
66 ラジオ 8/7 BayFM 
67 テレビ 8/7 奈良テレビ放送 
68 テレビ 8/7 日本テレビnews every 
69 紙面 8/7 千葉日報 
70 紙面 8/7 熊本日日新聞 
71 紙面 8/7 灯台もと暮らし 
72 紙面 8/7 陸奥新報 
73 紙面 8/7 焼酎研究会焼酎特集 
74 テレビ 8/7 福井放送おじゃまっテレ ワイド＆ニュース」 
75 紙面 8/7 世界日報 
76 紙面 8/7 東奥日報 
77 紙面 8/7 山陽新聞 
78 紙面 8/7 愛媛新聞 
79 テレビ 8/7 福井放送夕方のニュース 
80 テレビ 8/7 テレビ東京ＷＢＳ 
81 テレビ 8/7 鹿児島テレビ 
82 WEB 8/7 神戸新聞 
83 WEB 8/7 北海道新聞 
84 WEB 8/7 西日本新聞 
85 WEB 8/7 四国新聞社 
86 紙面 8/7 The Japan Times 
87 紙面 8/8 毎日新聞 
88 紙面 8/8 静岡新聞 
89 WEB 8/8 陸奥新報 
90 WEB 8/8 東奥日報 
91 テレビ 8/9 BS11「BIZBUZ」 
92 誌面 8/12 伊豆新聞 
93 誌面 8/12 千葉日報 
94 誌面 8/12 朝日新聞 

 WEB        54  
 テレビ          8  
 ラジオ          2  
 新聞紙        27  
 雑誌           3  

 合計    94  

 

企画・制作：株式会社地域活性プランニング 
お取扱いにはご注意ください。 

内容に関するお問合せは下記よりお願い致します。 
担当：木庭（TEL：03-5157-0567 ／ メール：kiniwa@chiikikassei.co.jp） Ver2.2015.8.20 
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